
目医発第549号（保98）

平成18年8月18目

都道府県医師会長殿

目本医師会長
　　唐　澤　祥　人

健康保険及び船員保険における特定収入被保険者等に対する高額療養費の支給

及び食事療養に係る標準負担額の取扱い等について

　平成18年7月21目付政令第241号をもって老人保健法施行令等の一部が改正され，公

布の目から施行されたところであります。

　当該一部改正の主な内容つきましては，平成18年7月28目付目医発第436号（保81）

にてご連絡申し上げたところでありますが，今般，別途発出されることとなっておりまし

た健康保険及び船員保険に関する通知が発出されましたので，お知らせ申し上げます。

　今回の通知は，税制改正により一部負担金の割合等に変更のある者について経過措置が

設けられたことに伴い，当該経過措置対象者（特定収入被保険者及びその被扶養者並びに

市町村民税経過措置対象被保険者の被扶養者）に対する高額療養費又は食事療養に係る標

準負担額の支給の具体的取扱いが示されたもので，下記のとおりであります。

　また，政府管掌健康保険及び船員保険における高齢受給者の一部負担金の割合の判定等

の事務に係る取扱いについて，社会保険庁運営部医療保険課長から通知が発出されました

（添付資料2）。当該通知中，別添2のリーフレットは高齢受給者証の交付対象となる被保

険者に対し，保険者からの案内に同封して送付されるものであります。

　つきましては，今回の改正内容について貴会会員に周知くださるようお願い申し上げま

す。

　なお，本件につきましては，目本医師会ホームページのメンバーズルーム中「平成18年

度診療報酬改定の情報」に掲載いたします。

記



1．税制改正に伴い，70歳以上の者のうち，現役並みの所得がある者（一定以上所得者）

　を判定する基準収入額が引き下げられた。

高齢者

　70歳以上の被扶養者を有する場合　　621万円　→　520万円（年収ベース）

　70歳以上の被扶養者を有しない場合　484万円　→　383万円（年収ベース）

2．「1．」に伴い，従来の基準であれば1割負担だった患者が一2割負担

　（平成18年10月から3割負担）になる場合が生じる。

3．「2．」の患者については，’”18　9月から’ノ’20　8月までの2年間に限り，高

　額療養費の自己負担限度額を一般並みに据え置く経過措置が設けられている。

　（高齢者（一般）の自己負担限度額）

　　平成18年9月まで〔入院：40，200円，入院以外：12，000円〕

　　平成18年10月から（予定）〔入院：44，400円，入院以外：12，000円〕

〔対象者：特定収入被保険者〕

　収入額
　　　（70歳以上の被扶養者を有する場合）　520万円以上621万円未満

　　　（70歳以上の被扶養者を有しない場合）383万円以上484万円未満

4．高齢受給者証の「一部負担の割合」欄に以下（例）のように記載される。

　　○経過措置対象（特定収入被保険者及びその被扶養者）とならない場合（例）

一部負担金の割合 3割（平成18年9月30目までは2割）

○経過措置対象（特定収入被保険者及びその被扶養者）となる場合（例）

一部負担金の割合
3割（平成18年9月30目までは2割）

　　※　自己負担限度額「一般」適用

※　政府管掌健康保険の高齢受給者証の記載例については，政府管掌健康保険及び船員

保険における高齢受給者の一部負担金の割合の判定等の事務に係る取扱いについて

　（平18．7．31庁保険発第0731003号社会保険庁運営部医療保険課長通知）（添付資

料2）を参照。



5．医療機関は高齢受給者証に従い一部負担金を徴収するが，入院患者及び在宅時医学総

　合管理料又は在宅末期医療総合管理料算定患者の自己負担限度額には注意が必要であ

　る。

6．市町村民税経過措置対象被保険者の取扱い

　（1）市町村民税経過措置対象被保険者

　　　　平成17年1月1目現在で65歳以上の被保険者であって，合計所得金額が125万

　　　円以下である者

　（2）市町村民税経過措置対象被保険者に係る取扱い（経過措置）

　　　　市町村民税経過措置対象被保険者の高齢受給者である放送養萱（経過措置対象被

　　　扶養者）は低所得II区分とみなし，「限度額適用・標準負担額減額認定証」の適用区

　　　分欄に「H」と記載される。

　（3）経過措置期間

　　　　平成18年8月から平成20年7月まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

（添付資料）

1．健康保険及び船員保険における特定収入被保険者等に対する高額療養費の支給及び食

　事療養に係る標準負担額の取扱いについて

　（平18，7．31庁保険発第0731001号社会保険庁運営部医療保険課長通知）

　（平18．7．28　保保発第0728001号厚生労働省保険局保険課長通知）

2．政府管掌健康保険及び船員保険における高齢受給者の一部負担金の割合の判定等の事

　務に係る取扱いについて

　（平18．7．31庁保険発第0731003号社会保険庁運営部医療保険課長通知）

3．老人保健法施行令等の一部を改正する政令の施行について

　（平18．7．21庁保発第0721001号社会保険庁運営部長通知）

　（平18．7．21保発第0721004号厚生労働省保険局長通知）



写
庁保険発第0731001号

平成18年7月31日

地方社会保険事務局長　殿

社会保険庁運営部医療保険課長

　　　　　（公印省略）

健康保険及び船員保険における特定収入被保険者等に対する高額療養費の支給

及び食事療養に係る標準負担額の取扱いについて

　標記については、老人保健法施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第241号）

において、税制改正により一部負担金の割合等に変更のある者について経過措置が設け

られたことに伴い、別添のとおり厚生労働省保険局保険課長から当職あて通知されたと

ころであるので、その実施にあたっては、遺漏のないよう取り扱われたい。



　ノザボヘちに

惇う
＼、膿ノ

保保発第0728001号
平成18年7月28日

社会保険庁運営部医療保険課長　殿

厚生労働省保険局保険課長

　　（公　印　省・略）・

健康保険及び船員保険における特定収入被保険者等に対する高額療養費の支給

及び食事療養に係る標準負担額の取扱いについて

　高齢受給者の高額療養費の支給及び食事療養に係る標準負担額の取扱いについては、「健

康保険及び船員保険における高齢受給者に係る高額療養費及び入院時食事療養費の減額の

取扱いについて」（平成14年9月27目保保発第0927010号・庁保発第35号）（以下「高額

療養費等の取扱い通知」という。）において示しているところであるが、今般、老人保健法

施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第241号）において、税制改正により一部

負担金の割合等化変更のある者について経過措置が設げられたことに伴い・当該経過措置

．対象者（特定収入被保険者及びその被扶養者並びに市町村民税経過措置対象被保険者の被

扶養者）に対する高額療養費又は食事療養に係る標準負担額の支給の具体的取扱いについ

ては、下記の事項に留意の上、遺漏のないよう取り扱われたい。

　また、今回の取扱いについて、・貴管下の被保険者、事業主、船舶所有者、保険医療機関

その他の関係機関に対し、周知方特段の御配慮を願いたい。

記

1　特定収入被保険者に対する高額療養費の支給の取扱い

第1特定収入被保険者
　　特定収入被保険者とは、健康保険法第74条第1項第3号又は第110条第2項第

　　1号二の規定が適用される被保険者のうち、次のいずれかに該当する者であること。

　　1　療養の給付又はその被扶養者（70歳に達する日の翌月以後である場合に該当す

　　　る者（以下r高齢受給者である被扶養者」という。）又は老人医療受給対象者に限

　　　る。以下2までにおいて同じ。）の療養を受ける日の属する月が平成18年9月から

　　平成19年8月までの場合における健康保険法施行令第34条第2項又は第39条

　　第2項の収入の額が、520万円以上621万円未満である者（被扶養者がいない者に

　　　あっては、383万円以上484万円未満である者）

　　2　療養の給付又はその被扶養者の療養を受ける日の属する月が平成19年9月から

　　　平成’20年8月までの場合における健康保険法施行令第34条第2項又は第39条



第2項の収入の額が、520万円以上621万円未満である者（被扶養者がいない者に

あっては、383万円以上484万円未満である者）

第2　特定収入被保険者に係る判定事務処理については、別紙1に定めるほか、「健康

　保険及び船員保険における高齢受給者の一部負担金の割合の判定等の事務について」

　（平成14年9月27日保保発第0927007号・庁保険発第34号）に準ずること。

第3　特定収入被保険者及びその高齢受給者である被扶養者に係る高額療養費の支給に

　ついては、高額療養費等の取扱い通知中「一般の高齢受給者」とみなして同通知を適用

　すること。

II　特定収入被保険者等に係る高齢受給者証の取扱い

第1一部負担金の割合が2割負担となる者について、平成18年10月から3割負担と

　　なること、並びに1・により特定収入被保険者及びその高齢受給者である被扶養者につ

　　いて、高額療養費の自己負担限度額が一般区分とみなして適用されることを踏まえ、

　　高齢受給者証において、次のいずれかにより一部負担金の割合等を表記すること。（下

　　記参照）

　　1　平成18年9月から負担区分に変更が生じて2割負担となり、1に該当しない者
　　　　10月以降の一部負担金の割合及び9月30目まさの一部負担金の割合（2割）

　　2　平成18年9月から負担区分に変更が生じて2割負担となり、1に該当する者

　　　　10月以降の一部負担金の割合、9月30目までの一部負担金の割合（2割）及び自

　　　己負担限度額の区分（一般）

（高齢受給者証の一蔀負担金の割合欄の表記例）

1　現役並み所得者であって経過措置ゐ対象とならない者

3割（平成18年9月30日までは2割）

2　特定収入被保険者及びその被扶養者

3割（平成18年9月30目までは2割）
　　※自己負担限度額r一般」適用

第2　平成18年10月以降、負担区分に変更が生じて3割負担となる者については、

　9月30日までの一部負担金の割合（2割）は省略すること。



第3　なお、上記は表記例であり、

　えないこと。

これと同じ内容であれば異なる表記としても差し支

第4　また、上記第1の1及び2と同等の内容を記載する場合においては、負担割合の

　変更の時期に併せて高齢受給者証を更新することも差し支えないごと。

皿　市町村民税経過措置対象被保険者に対する高額療養費の支給及び食事療養に係る標準

　負担額の取扱い

　第1市町村民税経過措置対象被保険者

　　　市町村民税経過措置対象被保険者と、は、平成17年1月1日現在において65歳以上

　　の被保険者であづて、次のいずれかに該当する者であること。

　　1その高齢受給者で．ある被扶養者の療養のあった月が平成18年8月から平成19年

　　　7月までの場合にあって’は、平成17・年の合計所得金額が125万円以下である者

　　2・その高齢受給者である被扶養者の療養のあった月が平成19年8月から平成20年

　　　7月までの場合にあっては、平成18年の合計所得金額が125万円以下である者

第2市町村民税経過措置対象被保険者に係る高額療養費の支給及び食事療養に係る標

　準負担額の取扱い

　1世帯負担限度額

　　　市町村民税経過措置対象被保険者の高齢受給者である被扶養者（以下「経過措置

　　対象被扶養者」という。）が療養を受けた月については、高額療養費等の取扱い通

　　知に関わらず、次のとおりの計算となること。（別紙2及び3参照）

　　①高齢受給者の外来の一部負担金等く以下r負担額」という。）について、外来の

　　　自己負担限度額を超える分を算出する（支給額①）。この際、経過措置対象被扶

　　　養者については、低所得者IIの区分（8，000円）を適用する。

　．②高齢受給者の負担額にづいて、①の結果なお残る外来に係る負担額と入院に係る

　　　負担額を合算し（合算額i）、当該合計額から一般区分の高齢者世帯限度額を控

　　　除した額を算出する（支給額②）。

　　③支給額②について、合算額iに占める高齢受給者ごとの負担額に応じて按分する。

　　④経過措置対象被扶養者の個人単位で、当該者に係る支給額①を除いた後の負担額

　　　から低所得者IIの区分g高齢受給者世帯限度額を控除した額を算出する。

　　⑤④で求めた額から③で求めた額を控除して得た額（残額がないときは0円）を支

　　　給額②に加算する（支給額③）。

　　⑥70歳未満の被保険者又信その被扶養者につし）て合算基準額（2万1千円）を超

　　　える負担額があるときは、当該額と高齢受給者の負担額の合計額から支給額①及

　　　び支給額③を差し引いた額を算出する。

　　⑦被保険者及びその被扶養者の負担額のうち高額療養費の対象となるものに係る医

　　　療費の合計額を用いて、一般区分における世帯合算自己負担限度額を算出する。

　　⑧⑥から⑦を差し引いた額を算出する（支給額④）。

　　⑨支給額①、支給額③及び支給額④の合計額を高額療養費として支給。



2　高額療養費の現物給付化に係る取扱い及び食事療養に係る標準負担額の減額に関

　する特例

　　経過措置対象被扶養者は、高額療養費の現物給付化に係る取扱い及び食事療養に

　係る標準負担額の取扱いにおいては、その被保険者が市町村民税非課税者であるも

　のとみなして取り扱うこと。なお、その取扱いに当たっては、当該被保険者が第1

　の要件に該当することについて市町村民税課税証明書により確認し、限度額適用・

　標準負担額減額認定証の発行に際しては、適用区分欄に「H」と記載して発行する

　こと。

IV　船員保険における取扱い

　船員保険においても、1から皿までに準じて取り扱うこと。



（別紙1）

○公的年金等控除の見直し等に伴う経過措置に係る判定事務の流れ

　公的年金等控除の見直し等に伴う経過措置ば係る判定にあたっては、所得の変

動要因について、公的年金等控除の縮減によるものかその他の所得変動によるも

のかを問わず、基準額についてのみ判定を行うこととする。

標準報酬月額による負担区分の判定

　標準報酬月額　28万円未満

　標準報酬月額　28万円以上

橡準報酬月額　28万円未満　　”…〉 1割負担

標準報酬月額　28万円以上

基準収入額適用申請

申請なし”……・・”’””’レ 2割負担・経過措置適用除外

申請あり

収入額による再判定

　　　　　（※収入額は高齢者複数世帯の場合の額）

収入額520万円未満・一・…””…・”ヴ　1割負担

収入額520万円以上621万円未満”…レ 2割負担・経過措置対象者

（自己負担限度額「一般」）

収入額621万円以上………………レ　2害11負担・経過措置適用除外

注1　「2割負担」については、平成18年10月より「3割負担」

注2　高齢者単身世帯の場合、’

　　　収入額520万円→383万円、621万円→484万円



健康保険法における老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う経過措置に関する高額療養費の算定方法

O税法上の経過措置対象者である70歳未満の被保険者Aに70歳以上の被扶養者B・Cがある場合

被保険者A（70歳未満）
税法上の経過措置対象者
　　入院：60，QOO円
　　（医療費20万円）

．｝響．．．．雫量．．障＿響．甲一．一．＿噸－一一｝．．｝．一｝層．．．＿＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一甲一一一一一一一一一一一一甲一”””一｝””甲”響”””L障””””””一”一”””一””■

（高齢受給者）

被扶養者B（高齢受給者）

入院：40000円
（医療費40万円）

（自己負担40，000円）

被扶養者C（高齢受給者）
　　入院：80，000円
　　外来：20，000円
　（医療費100万円）

（己＿100，000円）

ゆ

外来の限度額を適用
低所得n旦一ΩΩΩ王旦

20，000円一8，000円

　＝」ム蟷
　　　（支給額①）

一レ

　高齢受給者の
　限度額を適用

　一般遡巴
（h18．10～44，400円）

高齢受給者．自己負担額

40，000円十88，000円

　；128，000円
　　　（合算額i）

128，000円一40，200円

＝87，800円支給
　　（支給額②）

低所得Hの限度額を適用
被扶．養者Bの自己負担額

から璽巴を控除した額

　40，000円一24，600円

　＝＝15，400円：B2

‡，一→

ゆ
　支給額を按分（仮）

　　被扶養者5
27，438円：B1（※1）

丈比べ

B1＜B2の場合その差額
　　　　0円

ゆ
　支給額を按分（仮）

　　被扶養者。
60，362円：C1（※2）

　　　　十

高受給者の支給額分に
　丈比ぺ分を加算
　87，800円十3，038円

　＝一　　（支給額③）

↑

ゆ

‡一
（自己負担88，000円）

＊　高齢受給者に対する高額医療費を、各対象者の一部負担金額
　により按分する際、1円未満の端数が生じる場合は、最も少ない
　支給額の1円未満を切り上げ、他の支給額の1円未満を切り捨てる。

　※187，800円×（40，000円／128，000円）≒27．438円
　※287，800円×（88，000円／128，000円）≒60，362円

低所得∬の限度額を適用
被扶養者Cの自己負担額
から2劃巴を控除した韻

88，000円一24，600円

＝63，400円：C2

丈比ぺ

C1くC2の場合その差額
　　　3，038円

世帯全体の限度額を適用

世帯全体の自己負担額，
　　　60，000円
＋128，000円（合算額i）
一90，838円（支給額③）

　　＝97，162円

高額療養費算定基準額
72，300円十（160万円一

　241，000円）×1％

二旦闘

97，162円一85，890円

＝■L雌　　（支給額④）

支給総額①＋③＋④
　　114，110円

（
曽
強
N
）



健康保険法における老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う経過措置に関する高額療養費の算定方法

O税法上の経過措置対象者である70歳以上の被保険者Aに、70歳以上の被扶養者Bと70歳未満の被扶養者Cがある場合

被扶養者C（70歳未満）
　　入院：60，000円
　（医療費20万円）

世帯全体の限度額を適用
（高齢受給者）

被保険者A（高齢受給者）
税法上の経過措置対象者
　　入院：28，000円
　　外来：15，000円
　　（医療費43万円）

（自己負担43，000円）

→

外来の限度額を適用
一般－ΩΩΩ且

15，000円一12，000円

　＝3，000円支給
（支給額①一A）

世帯全体の自己負担額
　　　60，000円
＋128，000円（合算額i）
一90，838円（支給額③）

　　＝97，162円

φ
（自己負担40，000 ）

被扶養者B（高齢受給者）
　　入院：80，000円
　　外来：20，000円
　（医療費100万円）

己旦100，000円

ゆ

外来の限度額を適用
低所得∬豊凶Ω巴

20，000円一8，000円

＝蝉（支給額①一B）

（自己負担88，000

　　高齢受給者の
　　限度額を適用

　一般遡巴
（h18．10＾’44，400円）

高齢受給者自己負担額
40，000円十88，000円

　＝128，000円
　　（合算額i）

1‘

Q8，000円一40，200円

＝87，800円支給
　　（支給額②）

高受給者の支給額分に
@丈比ぺ分を加算
@87，800円十3，038円

@＝：旦Ω．一塑盤 ゆ
（支給額③）

↑

　　　丈比べ

a1＜B2の場合その差
@　　3，038円

高額療養費算定基準額
72，300円十（163万円一

　241，000円）×1％

　　＝鯉巴

一レ

支給額を按分（仮）

　　被扶養者B
60，362円：B1（※）

＊　高齢受給者に対する高額医療費を、各対象者の一部負担金額
　により按分する際ζ1円未満の端数が生じる場合は、最も少ない
　支給額の1円未満を切り上げ、他の支給額の1円未満を切り捨てる。

　※87，800円×（88，000円／128，000円）≒60，362円

‡’一一
低所得Hの限度額を適用
被扶養者Bの自己負担額
から2塑巴を控除した額
　88，000円一24，600円

　’63，400円：B2

97，162円一86，190円

＝■Ω一蜷
　（支給額④）

支給総額①（A、B）＋③＋④

　　　116，810円

（
聾
諾
ω
）



写

庁保険発第0731003号

平成18年7月31日

地方社会保険事務局長　殿

社会保険庁運営部医療保険課長

　　　　　（公印省略）

政府管掌健康保険及び船員保険における高齢受給者の一部負担金

の割合の判定等の事務に係る取扱いについて

　標記にかかる事務の取扱については、　「健康保険及び船員保険における高齢受給者の

一部負担金の割合の判定等の事務について」　（平成14年9月27日保保発第0927007

号・庁保険発第34号）及び「政府管掌健康保険及び船員保険における高齢受給者の一

部負担金の割合の定時決定時に係る事務等の取扱いについて」　（平成15年4月21日

庁保険発第20号）並びに「健康保険及び船員保険における高齢受給者に係る高額療養

費及び入院時食事療養費の減額の取扱いについて」（平成14年9月27日保保発第

0927010号・庁保険発第35号）に基づき取り扱っているところである。

　今般、健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）及び老人保健

法施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第241号）の公布に伴い・その事

務の取扱については「健康保険及び船員保険における特定収入被保険者等に対する高額

療養費の支給及び食事療養に係る標準負担額の取扱いについて」（平成18年7月28

日保保発第0728001号）によるほか下記に基づき取扱うこととしたので、遺憾のないよ

う配慮されたい。

記

第1　政府管掌健康保険関係

　1　現役並み所得者の判定基準について
　（1）現役並み所得者か否かの判定に当たって基準となる標準報酬月額は、引き続き

　　　28万円であること。
　（2）基準収入額については、平成18年9月から下記のとおり改正が行われたこと。

　　　収入額　　　　　　　　　　　　　　　　　現　行　　　　　変更後

　　　70歳以上の被扶養者を有する場合　　621万円未満　→　520万円未満

　　　70歳以上の被扶養者を有しない場合　484万円未満　→　383万円未満

　（3）現役並み所得者の判定の流れについては、別紙1のとおり。

一1一



2．税制改正により一部負担金の割合等に変更のある者に対する経過措置について

（1）経過措置対象者（特定収入被保険者及びその被扶養者並びに市町村民税経過措

　　置対象被保険者の被扶養者）に対する高額医療費又は食事療養に係る標準負担額

　　の支給の具体的取扱いについては、　「健康保険及び船員保険における特定収入按

　　保険者等に対する高額療養費の支給及び食事療養に係る標準負担額の取扱いにつ

　　いて」（平成18年7月28日保保発第0728001号）に準ずるほか次によること。

（2）特定収入被保険者に係る判定の事務処理については、　「健康保険及び船員保険

　　における高齢受給者の一部負担金の割合の判定等の事務について」（平成14年9

　　，月27日保保発第0927007号・庁保険発第34号）に定めるほか、下記に準ずるこ

　　と。

　　①　特定収入被保険者か否かの判定（別紙1参照）は、健康保険高齢受給者基準

　　　収入額適用申請書（以下「基準収入額適用申請書」という。）　（別添3）によ

　　　る申請に基づいて行うこととなるが、判定の結果、特定収入被保険者に該当し

　　　た者については、健康保険高齢受給者基準収入額適用判定不該当通知書（別添

　　　4）及び高齢受給者証を作成の上、　（※自己負担限度額「一般」適用）とゴム

　　　印により併記（別添1参照）し交付すること。

　　②　上記①の高齢受給者証は手作業により作成することとし、発効年月日は平成

　　　18年9月1日以降の効力が発する日となること。
　　③　被保険者から申請があったときは、高齢受給者基準収入額適用判定台帳（特

　　　定収入被保険者用）　（以下「台帳」という。別添5参照。）に受付日、被保険

　　　者証の記号番号、被保険者氏名、被保険者生年月目、性別、対象者氏名、対象

　　　者生年月日、性別、住所、交付済みの証（以下「旧証」という。）の有効期限、

　　　旧証発効年月日を記載する。

3．療養の給付に係る一部負担金の割合の変更について

（1）現役並み所得者の、療養の給付に係る一部負担金の割合については、平成18

　　年10月から3割となること。
　　　また、70歳以上の被扶養者の一部負担割合についても同様の取扱となること。

（2）定時決定による標準報酬月額の改定により、一部負担金の割合が1割から2割

　　に変更となる高齢受給者証及び平成18年9月末日までに新たに交付される一部

　　負担金の割合が2割の高齢受給者証（9月の月次処理の際出力される、現役並み

　　所得者に係る高齢受給者証（10月1日発効）を除く）については、ゴム印を使

　　用して平成18年10月1日以降の割合を併記（別添1－1参照）した上で交付

　　するとともに、交付済みの負担割合が1割の高齢受給者証については回収するこ

　　と。

（3）9月の月次処理の際、現役並み所得者に係る高齢受給者証（10月1日発効）

　　については、2割証が出力されるが当該2割証を交付することなく、3割証を再

　　交付【届書コード253】し交付すること。

（4）既に2割の高齢受給者証を交付されている場合で、ゴム印により平成18年1

　　0月1日以降の割合を高齢受給者証に併記していない者に係る高齢受給者証につ

　　いては、平成18年9月中に、発効年月日が平成18年10月1日の一部負担金
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の割合が3割の高齢受給者証を発行（【届書コード253】により再交付）の上、

全対象者に交付するとともに、交付済みの負担割合が2割の高齢受給者証につい

ては回収すること。

4．定時決定時における収入基準の判定等に係る取扱いについて

（1）定時決定時における収入基準の判定等に係る具体的な取扱いについては、　「政

　府管掌健康保険及び船員保険における高齢受給者の一部負担金の割合の定時決定

　　時に係る事務等の取扱いについて」　（平成15年4月21日庁保険発第20号）

　　に準ずるほか次によること。

（2）平成18年度における高齢受給者証発行処理スケジュール等については次のと

　　おりであること。

　　①平成18年度定時決定における高齢受給者証発行処理スケジュール（別紙2）

　　②高齢受給者証発行（月次処理）処理スケジュール（別紙3）

　　③定期判定早見表（別紙4）

5　任意継続被保険者に係る収入基準の定期判定について

　任意継続被保険者に係る収入基準の定期判定については、定時決定における収入

基準の判定等の取扱いに準じ実施すること。

6　広報・周知について

　　今回の取扱について、貴管下の被保険者、事業主、船舶所有者、保険医療機関そ

　の他関係機関に対し周知すること。

7　その他

　　高齢受給者証に、平成18年10月1日以降の割合を併記するためのゴム印につ

いては、各社会保険事務局において必要分調達すること。

第2　船員保険関係
　　　船員保険における収入基準の定期判定については、実態調査の時期を勘案し、船

　　員保険高齢受給者証発行・発行表示補正処理票（管理簿）又は高齢受給者証発行予

　　定表等により勧奨すべき対象者を把握の上、適宜、政府管掌健康保険の取扱いに準

　　じて取り扱うこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔写送付先讐議事肇響婁〕

一3一



被保険者の現役並み所得者判定の流れ

回

高齢受給者
被保険者本
人であるか

被扶養者

回

被扶養者の現役並み
所得者判定フローヘ

　　　　　標準報酬月額が
　　　i　　28万円以上か

回

1割負担

’L経過措置一
＼1 y基準収入額適用】

回
．r■

回
高齢受給者また
は老人医療対象
者である被扶養者
がいるか

回
高齢受給者である
被保険者の収入

が鍛五日圭満
であるか

＼，、

回

回

被保険者及び高齢
受給者または老人
医療の対象者であ

る被扶養者の合計

収入が鋤且丞
満であるか

回

2割負担　i 高　呂，、　で 幽 経過措．置i

幽． 盤魍 秘曲・
が383　　身上4

謹
i 84　　　　で

勉 灘国一 回
鎖高額療養費／

齪度額工二曲，

・古　ム

思　　　　　　一｛、

2割負担 の・　　　■ 唾郵
ム…

國r→

工玉成⊥互生、
｛520　　琵

壁・
謹

上621　　　　“
経過措置1

誕

画
1割負担

標準報酬月額が28万円以上の高齢受給者
である被保険者に対して、一部負担割合が2

割一である高齢受給書証を交付すると同時に、基準収入額申
請について周知する。

　　　　　　　　　　　丁咄…｝…㎜

基準収入額判定は、高齢受給者からの申請に基づき行い、判
定後はあらたに一部負担割合が1割の高齢受給者証を交付
し、先に交付した2割の高齢受給者証を回収する。

＼『、，．

高額療養．費・
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ア
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搬
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※下線部分が平成18年9月以降適用の一部負担割合判定に係る変更部分
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被扶養者の現役並み所得者判定の流れ

国

被扶養者

被保険者が高齢
受給者または老
人医療対象者で
あるか

囲

いいえ

1割負担

標準報酬月額が

28万円以上か

l　f【基準収入額適用】

日
日 回

　　　　　　　　　　　　　　唖⊃“
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　　　　　　　　7｝　1
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上である場合は、その被扶養者に対して、

一部負担割合が2割幽Ω且以
降岨である高齢受給者証を交付する
と同時に、基準収入額申請について周知
する。

る被保険者の標準報酬月額が28万円以　　k、．

被扶養者及び高齢
受給者または老人
医療の対象者であ
る被保険者の合計

収入が鐡溢であるか
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き行い、判定後はあらたに一部負担割合が1割の高　　　　　　　日

齢受給者証を交付し、先に交付した2割の高齢受給　　　搬
者証を回収する。
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※下線部分が平成18年9月以降適用の一部負担割合判定に係る変更部分
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平成18年度定時決定における高齢受給者証発行処理スケジュール

業
務
セ
ン
タ
ー

事
務
所

事
業
所

被
保
険
者

備
考

5月 6月 7月 8月 9月 10月

基準収入額適用
対象者一覧表

の作成

6／23　26

算定基礎

算定受付簿

高齢受給者が存在する事
業所欄に「高齢』の表示

圖
　　　　　　対象者一覧
　　　　　　　（正冒1

高齢受給者算定基礎
届未提出者一覧表
（9／1以前誕生日者

含む）作成

　　　　　基準収入額申請期間
i4・・””・・”・””口口”“

基準収入額
　申請書

高齢受給者算定基礎
届未提出者一覧表
（9／1以前誕生日者

含む）作成

”・””ヴ　8／8
　　　　　　璽

巴コL型i鷲繍届 　　　＼
軏{収入額と　罪
�@月額を比反し
增@険者に適　る7／1　　7／10

算定基礎届　く入力＞

高齢受給者算
闃賰b届未提

o者一覧表
@　　　　：

@　　　　：　　　　割・判

，口　□
　『

@嘔
@1
@：

駐y．一岬．一一『

P算定届等1
F勧奨　　：l　　　　　　　　　　　l1一一一＿＿＿＿一“

算定基礎届

一対象者一覧

@　（副）

［］垂コ［圏
囲

↓
［璽ヨ 基準収入額

@申諸書

高齢受
i1割又

@　匿

高齢受給者への勧奨状の出力に 1㎡ こつい　　7

オ

一膿齪
高齢受給者算定
基礎届未提出者
一覧表

　　　　　：

　　　　　：

　　　　　：

　　　　　1＝

　　　　　：

　　　　　ロ　　　＿＿マ＿＿一＿＿＿
　　　　　　　　　つ　　　ロ　　　1算定届等　：
　　　：勧奨　　，
　　　　　　　　　転　　　　『　　　　　　　　　1　　　　『

2i算定基礎届仁基づぎ出力きれる嵩

・齢受給者証に併せ、8／2～9／1にi
…70歳誕生日者の高齢受給者証も作i
，成し送付。

騨
ついては、9／1に70歳誕生日を迎…1日駐
えた者も含む。したがって、7／2～

9／1誕生日の者への勧奨について
は、高齢受給考証が交付されていな

い者となるので注意が必要。 1，21言に1ゴムEこ　　3

・・ @　ゴムE　・，・、 ｛

かかっ一2宮寺一

　　　軸黶E　31…
、

1位し

i3山1寺

童コード253　几…　こ
　　　　　　　h　　、

1の　昂、　！一㌧ 置の・、雌に1ゴムEに　　「一，几’

※高齢者＝70歳以上、高齢受給者二70歳以上で老人医療受給対象者除く。

曽
諾
N



高齢受給者証発行（月次処理〔7月から10月分〕）処理スケジュール

業
務
セ
ン
タ
ー

事
務
所

事
業
所

被
保
険
者

7月 8月 9月 10月

信配

7／10　　　　1割証・2割証出力

判定国

信配

薯難給

2割言正1こ添イ寸

圏
区

間

証
回
収
が
必
要
な
場
合
、
回

収
通
知
添
付

高齢受F
　者証
　（1割）

　または

不該当通知

8／8　　　1害1膳正・2害1j言正出力

信配

薯難給

2割証に添イ寸

判定 回収

9／8　　　　1割証・2割証出力

信配

置
團

旧言正

高齢受給
者証｛

証
回
収
が
必
要
な
場
合
、
回

収
通
知
添
付

十
高齢受給旧証
@者証高齢受給者証

i1割又は2割）

} 基準収入額

@申請書

（1割または

R割r一般」

s該当通知
ﾊ知）また

@　は
不該当通知

判定　　回収

3割証1こ添イ寸

10／10　　　　1割証・3割証出力

匪
区

間 基鱗額

薯釜誰

誰
回
収
が
必
要
な
場
合
、
回

収
通
知
添
付

高齢受給　旧証

　者証
（1割または
3害1j「一般」・

不該当通知
通知）また

　は
不該当通知

判定　　回収
3害1膳正1こ添イ寸

圏
匪

高齢受給者言正

（1割又は3割）

囲 碁舞額

証
回
収
が
必
要
な
場
合
、
回

収
通
知
添
付

高齢受給　旧証

　考証
（1割または：

3害1」「一般」・

不該当通知
通知）また

　1ま
不該当通矢ロ

　　7／2～8／1に70歳誕生日者の高齢受給8／2ん9／1に70歳誕生日者の高齢受給：Oノ星ん、oン¶ご70歳誕生日者φ高齢受一10／2～11／1に76歳誕生日者の高齢
　　者証を作成し送付。　　　　　　　　　　者証を作成し送付。　　　　　　　　　　・給者証を作成し送付D　　　　　　　　　：受給者証を作成し送付。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　侶　　　意こ4，、渦仕置の・　　に1ゴムEに
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祖
考
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定期判定早見表
ゴム印対応 被保険者等へ交付するもの 　　　へ父

tするもの項番 定期判定前
9月（定時決

閨E収入基

@準）
標準報酬 前年収入 最終的な割合 10月以降

3割 （一般）

1 2割 ＜切替〉 2割 2割 2割 3割 ○ 不該当通知、2割証（3割） 回収通知

2 2割 ＜切替＞ 2割 2割（一般） 2割（一般） 3割（一般） ○ ○ 不該当通知、2割証（3割）（一般） 回収通知

3 2割 ＜切替＞ 2割 申請1割 申請1割 1割証（手書き） 回収通知

4 2割 ＜切替＞ 1割 申請1割 1割 1割証 回収通知

5 2割 ＜切替＞ 1割 2割 1割 1割証 回収通知

6 2割 ＜切替＞ 1割 2割（一般） 1割 1割証 回収通知

7 申請1割 ＜切替＞ 2割 2割 2割 3割 ○ 不該当通知、2割証（3割） 回収通知

8 申請1割 ＜切替＞ 2割 2割（一般） 2割（一般） 3割（一般） ○ ○ 不該当通知、2割証（一般） 回収通知

9 申請1割 1割 2割 1割 一部負担金割合通知書

10 申請1割 ’1割 申請1割 1割 一部負担金割合通知書

11 申請1割 2割 申請1割 申請1割 一部負担金割合通知書

12 申請1割 1割 2割（一般） 1割 一部負担金割合通知書

13 一 2割 2割 2割 3割 ○ 不該当通知

14 一 2割 2割（一般） 2割（一般） 3割（一般） ○ ○ 2割証（3割）（一般）

15 一 1割 申請1割 1割 1割証

16 一 1割 2割 1割 1割証

17 一 1割 2割（一般） 1割 1割証

18 一 2割 詰1割 三主1割 1割証（手書き）

19 2割 1主1 2割 未申請者 2割 3割 3割証 回収通知

20 1割 〈切替＞ 2割 2割 3割 ○ 2割証（3割）、お知らせ、申請書 回収通知

21 1割 1割 1割
※上記の（一般）とは、経過措置により高額療養費の自己負担限度額が「一般」に据え置かれる者を示す。

注1：項番19の対象者については、平成18年9月中に3割証を作成の上交付すること。

翻一一

�
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○現役並み所得者であって、経過措置対象者の併記例

健康保険高齢受給者証

XX　Z9年Z9月Z9目交付一
記
・
万 X　X　XX　X　X　X

番
号 Z　Z　Z　Z　Z　9

被
保
険
者

氏名 XXXXXXXXXXXXXX　XXXXXXXXX
w　X　X　X　X　X　XX　X　X　X

男
女

生年月日 XX　Z9　年Z9月　Z9日

氏名 XXXXXXXXXXXXXX　XXXXXXXXX
w　X　X　X　X　X　XX　X　X　X

男
女対

　
象
　
者

生年月日 XX　Z9　年Z9月　Z9日

住所

発効年月日 XX　Z9　年　Z9月　Z9　目

有効期限 XX　　Z9　年　Z9月　Z9　日

一部負担金

ﾌ割合
臨稀竈2　　割琴一謹鴛限度額

保
険
者

所在地一　　－　　・　　・　　一　　一　　・

ﾛ険者
ﾔ　号
ｼ　称
yび印

．　一　■　・　一一　…　　　　一　一　，　・　・一　一　．　一　一　9　■　一一一　●　し　●　一　一　●　●一　一　●　一一　一　・　．　一　－　一　し　・　，　・　・　一　一　一　・　一　■　一一　・

別添1



○現役並み所得者であって、経過措置対象者

とならない者の併記例

健康保険高齢受給者証

XX　Z9年Z9月Z9日交付
記
・
万 X　X　XX　X　X　X

番
号 Z　Z　Z　Z　Z　9

被
保
険
者

氏名 XXXXXXXXXXXXXX　XXXXXXXXX
wX　XX　X　XXXX　X　X

男
女

生年月日 XX　Z9　年Z9月　Z9目

氏名 XXXXXXXXXXXXXX　XXXXXXXXX
wX　X　X　XX　XXX　X　X

男
女対

　
象
　
者

生年月日 XX　Z9　年Z9月　Z9日

住所

発効年月日 XX　Z9　年　乞9月　Z9　日

有効期限 一XX　Z9　年　Z9月　Z9　日

一部負担金

ﾌ割合

平成18年10月ﾈ降3割負担　　2　　　　　　　　害唖

保
険
者

所在地一　　一　　・　　一　　一　　・　　・

ﾛ険者
ﾔ　号
ｼ　称
yび印

一　一　・　　・　　．　一　　一　　・　　．　　一　一　　■　　・　一　　・　　．　　・　一　　一　●　　，　　●　　一　　一　●　　－　一　　一　　一　　・　　．　　一　　・　■　　，　一　　－　・　　一　　一　　・　　…　　　　　　　一　　一　　一　　・　　一　　・　　・　　』　　・　一　一　　，

別添1－1



別添2

雲譲禦瀦醐階叢叢摺輔菱雛耀鵯となり
　70歳の誕生日を迎えた翌月（誕生日が月の初日である場合はその月）より該

当することになります。具体的には、

　・昭和11年7月2日以降生の方は平成18年8月診療分以降より

賃囎雛糖講翻鷺以降より

．、．爆康保険高齢嚢熱意量正轟2疑義懸．麟

　健康保険高齢受給者証は、70歳以上となった方に1人1枚
ずつ交付されます。この証には、対象者の氏名等とともに負担

割合と発効年月日（効力が発生する日）が記載されています。

畿塵保険蔓齢受給者証鯉勲魏

昌

XX　19年Z9月Z9日交付　’

紀
り xxxxxxx　；1zzzz9
養
母
儀
者

長島 1蝋IHx“コu照xHuxxxx　男
wXXXXXXXXXX　　女

皇尊月日 xx　　z9　年　19　月　19　日

氏届
一賭工1＝”：∬x！μxuxxxx：　男

wXXXXXXXXXX　　女舞
　
粟
　
書

1年月8 xx　　z9　年　19　月　z9　日

庄斬

葺”皐『且 XX　　Z9　年　Z9　月　Z9　日

幕”琳 xx　　z9　年　z9　月　z9　日

→匹魯咀台戯書盗

x　　　　　　割

信
供
書

再臨讐．、．

T●
R　”

�@”
Wロ印

　健康保険被保険者証とともに健康保険高齢受給者証を医療機関の窓ロで提示・してく

ださい。窓ロでの一部負担金の割合が1割か2割（18年10月以降は3割）かを判断さ

れます。窓ロで提示しなかった場合は1割負担の方も2割（18年10月以降は3割）

の負担をすることになります。

　　一部負担金割合の判定について　1
　　　き　　　　モ　　　ラぬ　　ハヤい　ヨ　うず　　　　　　　　ハ　ラ　　セ　　　　ぱ　ぎヨ

0　70～74歳の健康保険の被保険者の方は、標準報酬月額が28万円未満であれ
　ば1割負担、28万円以上であれば原則2割（18年10月以降は3割）負担となりま

　す。70～74歳の被扶養者の方は、標準報酬月額が28万円以上の70歳以上の
　被保険者（65歳以上の老人医療の対象者を含む。）に扶養される方であれば原則

　2割（18年10月以降は3割）負担となり、70歳未満の被保険者又は標準報酬月額

　が28万円未満の70歳以上の被保険者に扶養される方は1割負担となります。（2

　割（18年10月以降は3割）負担となった場合は裏面もご覧ください。）

○　標準報酬月額に関する届出が遅れることにより、負担割合が遡って変わることも

　ありえますが、このときすでに医療機関に受診されていた場合には、後日、差額は

　請求させていただきます。なお、お返しするときには、別途請求が必要です。

　　　　　　　一　詳しくは最寄りの社会探険事務所までお問い合わせ下さい　一



2割（18年10月以降は3割）負担の方の収入額が基準に満たない場合及び平成18年9月

の基準収入額の見直しに伴い新たに2割（18年10月以降は3割）負担となる場合

　O歳以上の被扶養者を有する場合は被保険者及びその被扶養者）の収入が全部で、被扶養者を有

　する場合は520万円、被扶養者を有しない場合は383万円を下回る場合には、申請により1

　割負担となります。また、平成18年9月の基準収入額の見直しにより負担割合が2割（平成1

　8年10月以降3割）となる70歳以上の方で基準収入額が下記に該当する方は、申請により、

　高額療養費の自己負担限度額を「一般」並に据え置く措置がとられます。

　麟繍翻麟騰…轍講雛醜象麟翻購…一騰毅縣疑〉｛繍戯綴電鍵鐵辮難事懸繍齢灘鱗欄灘搬欝轟轟繍一

〇　2割（18年10月以降は3割）負担と判定された場合であっても、70歳以上の被保険者（7

＝ぐ蕃・』拳臓』1蒸蘇“ザ瓢．，，＞

．○　一7』α歳以上の披扶養者を宣する場合
1■

U，．

・、4、磁万嚇』→13鵬離lli』

一〇

ﾜ照鱒糠鶉轡聯
・無8婚，方輿以毒148二4π円牽籏荘△髪一

※　ここでいう収入とは、前年（1月から8月に医療機関で受診されるときは前々年）

　の収入の額すべてが対象になります。ただし、退職金及び公租公課の対象とならな

　い収入（障害又は遺族に係る年金・恩給等、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金、

　児童手当・児童扶養手当等、災害弔慰金など）は除きます。

申請書に添付するのは前々年収入

のわかる書類（例：（非）課税証明

1月

申請書に添付するのは前年収入

のわかる書類（例：（非）課税証明

8月　　9月 12月

1月～8月 9月～12月

←量医療機関の受診時期」一触医療機関の受診時期1→

O　この収入の額を申請する場合は「健康保険高齢受給者基準収入額適用申請書」に必要事項を記

　載して、収入のわかる書類（市区町村で発行される（非）課税証明書など）を添付し・お持ちの

　証の交付年月日からユ」」遡に、社会保険事務所へ申請してください（事業主を通じて届け出

　ることも可能）。

0　14日を超えて申請された場合には、やむを得ない理由があると認める場合を除き、一部負担

　割合が1割または、高額療養費の自己負担限度額「一般」　（平成18年9月以降で経過措置の対

　象者の場合）として適用されるのは、その翌月からとなります。

O　また、収入基準により1割負担となるには、収入の額を毎年申請する必要があります。

※　なお、虚偽の申告を行い、世帯の収入金額が基準に該当し、負担区分が一定以上所得者（2割（3割）

　負担者）から一般（1割負担者）となったり、高額医療費の自己負担限度額「一般」適用となった場合に

　は、刑法上の詐欺罪に該当するとともに、不正行為による受給として保険者が国税徴収の例により給付額

　の一部を徴収することもあります。

一詳しくは最寄りの社会保険事務所までお問い合わせ下さい一



別添2－1
健康保険同齢支承ロ；首祉に関90お知bU

70歳以上の健康保険の被保険者及び被扶養者は、

@　健康保険高齢受給者・

@　　　基準収入額適用申請をお願いします．

－

　9月からの医療機関における一部負担割合及び高額療養費の自己負担
限度額の「一般」に据え置く措置に該当するかどうかを判定いたしますの

で、対象となる方は基準収入額の適用申請をお願いいたします。

対　象　と　な　る　方
　　きゆロ　うの　ザヰコ　　　　　　し
　①70歳以上の被保険者（老人医療の対象者は除きます。）又は70歳以上の被保険者

　　（65歳以上の老人医療の対象者を含みます。）に扶養されている被扶養者（老人医療

　　の対象者は除きます。）の方のうち、2割の健康保険高齢受給者証を所持している方や

　　標準報酬月額が28万円以上である方で前年の収入が次のく基準となる収入の額＞に満

　　たない場合は、基準収入額適用申請の手続きをしていただくと医療機関における一部負

　　担割合が1割となります。

　②平成18年9月の基準収入額の見直しにより負担割合が2割（平成18年10月以降
　　3割）となる70歳以上の方で次の〈基準となる収入の額＞に該当する方は、申請に．よ

　　り、高額療養費の自己負担限度額が「一般」に据え置かれます。

　　＜基準となる収入の額＞　　　　・　平成18年8月まで　　平成18年9月以降
0　70歳以上の被扶養者を有する場合　　：　621万円未満　→　520万円未満

0　70歳以上の被扶養者を有しない場合　：　484万円未満　→　383万円未満
　高額療養費の自己負担限度額を「一般」並に据え置く措置に該当する方の基準額

0　70歳以上の被扶養者を有する場合　　：　520万円以上621万円未満

0　70歳以上の被扶養者を有しない場合　：　383万円以上484万円未満

　平成18年9月からは、基準収入額が見直され、70歳以上の被保険者（70歳以上の

被扶養者を有する場合は被保険者及びその被扶養者）の収入が全部で、被扶養者を有する

場合は520万円、被扶養者を有しない場合は383万円を下回る場合には、申請により

1割負担となります。

※　ここでいう収入とは、
　　前年（1月から8月に医療機関で受診されるときは前々年）の収入の額すべてが対象に

　　なります。ただし、退職金及び公租公課の対象とならない収入（障害又は遺族に係る

　　年金・恩給等、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金、児童手当・児童扶養手当等、災

　　害弔慰金など）は除きます。

平成18年10月1日から一定以上の報酬（現役並み所得）を有する
高齢受給者の医療給付に係る一部負担金の割合が2害囑力、ら3害嘘に変更に

なります。現在お持ちの2割の高齢受給者証は、平成18年10月1日以降、
使用できなくなりますので、新たに交付される高齢受給者証をご使用いただく

ようお願いします。



暴騰黒銀轟轟晶講
　この申請を行う場合は、　r健康保険高

齢受給者基準収入額適用申請書」に必要

事項を記載して、収入のわかる書類（市

区町村で発行される（非）課税証明書な

ど）を添付し、8／77β「（休日の場合は、

く健康保険高齢受給者基準収入額適用申請書＞

その前日）までに、社会保険事務所へ届

け出てください。

　（事業主を通じて届け出ることも可能です）。

　この申請が認められた場合、一部負担

割合が「1割」又は高額療養費の自己負

担限度額「一般」適用の健康保険高齢受

給者証が交付されます。

　　　　　　ぐサき［ii垂垂重］　　　　　　　蔽徽無職係

　健康保険高齢受給者基準収入額適用申請書
被促簾書証の記号 善 号

纏
保 既 性別 男・女

雛
脅 生年月日 明治・大正・曙和・平成 年 月 日

氏名 髄」 男・素
封
象 生年ハ自 細物 年 月 日

童
住所

〒
一

の

　　　してい
骰w﨤ﾊ駝証
@　塚　　日

平成 年 月 β

70 £　　の の
被保険著虚名 観扶養者氏名 載族簑～氏嘉

収入の種類

有態 収入顧 獅 収入 有漏 収入甑

緯虹儲綴 有・然 有・楓 軒・無

公的牛糞‘老齢■“解毒．電

諟﨎ｶ鮮血．鰍蹟
早C2齢靴．
闌荿搓ｸ停〕

宥・無 有・擁 有・無

（
その也の収λ
@　　　　）

有・無 弁掃 有・無

鋼人小計

台 計

上記のとおり収入の唱を申告し．関係書顕を雄えて健康保検高齢艮弟者甚埠収入額遮用の申翻
をします。

0　この｝”書は、原則．8力7日1休日の掛合は、モの前日）享でに届出が必異で†．
9月以降に＝｝餉された嶺合口ニは．やむを得ない】里由があると認める箪合を疎音．ゆ諭があ。た

ハの雪月から棄担馴合が11阿1こ喪更されることになりまナのでご御蓼くださし、．
O　擁県映審本人が自ら，毒する輪台には、被僚陰者牢人の搾印は不響で†．

上　の つ か が　　　　　　　ので し

事貰所所在地
哩M所亀称
柾ﾛ主氏名

〒
平　　　年 力 日提出

@　印

社 促験労務士の煙出代行量印

日量

＜添付する書類について＞

申請書に添付するのは前々年収入

のわかる書類（例：（非）課税証明
申請書に添付するのは前年収入

のわかる書類（例：（非）課税証明

1月 8月　9月 12月

1月～8月 一＜一一一一一’一一 9月～12月一一一一レ

医療機関の受診時期 医療機関の受診時期

★　9月1日以降に申請された場合には、やむを得ない理由があると認める
　場合を除き、一部負担割合が1割または、高額療養費の自己負担限度額「一

　般」として適用されるのは、その翌月からとなります。

★　健康保険高齢受給者基準収入額適用申請は、毎年申請する必要がありま

　す。

※　なお、虚偽の申告を行い、世帯の収入金額が基準に該当し、負担区分が一定以上所得

　者（2割（3割）負担者）から一般（1割負担者）となったり、高額医療費の自己負担

　限度額「一般」適用となった場合には、刑法上の詐欺罪に該当するとともに、不正行為

　による受給として保険者が国税徴収の例により給付額の一部を徴収することもあります。

一詳しくは最寄りの社会保険事務所までお問い合わせ下さい一



（表） 別添3

所長 次長 課長 係長 係員

健康保険高齢受給者基準収入額適用申請書

被保険者証の記号 番　　号

氏　　名 印 性別 男・女被
保
険
者 生年月日 明治・大正・昭和・平成　　　　年　　　　月　　　　日

氏　　名 性別 男・女

対
象
者

生年月日 昭和　　　　　年　　　　　月　　　　　目

住　　所 〒　　一

現在所持してい

骰w諶�去ﾒ証
ﾌ発効年月日

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被保険者氏名 被扶養者氏名 被扶養者氏名

収入の種類

有無 収入額 有無 収入額 有無 収入額

懲二畿薙響 有・無
円

有・無
円

有・無
円

公的年金（老齢基礎年金、老

諟﨎ｶ年金、退職共
ﾏ年金、老齢年金、
ﾞ職年金等）

有・無

円

有・無

円

有・無

円

その他の収入
i　　　　　）

有・無

円

有・無

円

有・無

円

個人小計 円 円 円

合　　　計 円

70歳以上の被保険者・被扶養者の収入申告欄

　上記のとおり収入の額を申告し、関係書類を添えて健康保険高齢受給者基準収入額適用の申請

をします。

◎　この申請書は、健康保険高齢受給者証（2割（平成18年10月以降は3割））の交付日より⊥∠L

　旦以内の届出が必要です。
　　14日を超えて申請された場合は、やむを得ない理由があると認める場合を除き、申請があった
　月の翌月から負担割合が1割または、高　’　　の　己　旦　度｛が「一・几　’／’18　9

　以隆一に変更されることになりますのでご留意ください。
◎　被保険者本人が自ら署名する場合には、被保険者本人の押印は不要です．

上記のとおり被保険者から申請がありましたので提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月
　　　　　　〒

事業所所在地
事業所名称
事業主氏名
電　　　話 （ ）

日提出

印

社会保険労務士の提出代行者印

口匡

．有年穿、
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　￥

ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ

”受　　　　　旧、
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏）

《申請の対象となる方》
①70歳以上の被保険者（老人医療の対象者は除きます。）又は70歳以上の被保険者
（65歳以上の老人医療の対象者を含みます。）に扶養されている被扶養者（老人医療

の対象者は除きます。）の方のうち、2割（平成18年10月以降3割（以下「3割」と
いう。））の健康保険高齢受給者証を所持している方や標準報酬月額が28万円以上であ
る方で前年の収入が次のく基準となる収入の額＞に満たない場合は、基準収入額適用申
請の手続きをしていただくと医療機関における一部負担割合が1割となります。
②平成18年9月の基準収入額の見直しにより負担割合が3割（3割≧＿となる70歳以
上の方で次のく基準となる収入の額＞に該当する方は、申請により、局額療養費の自己

負担限度額が「一般」に据え置かれます。

＜　基準となる収入の額　＞　　　　　　　平成18年8月まで　　　平成18年9月以降
0　70歳以上の被扶養者を有する場合　　：　621万円未満　→　520万円未満
0　70歳以上の被扶養者を有しない場合　：　484万円未満　→　383万円未満
高額療養費の自己負担限度額を「一般」並に据え置く措置に該当する方の基準額

0　70歳以上の被扶養者を有する場合　　：　520万円以上621万円未満
0　70歳以上の被扶養者を有しない場合　：　383万円以上484万円未満

【記入上の注意】

＜注1＞収入申告欄には、前年（1月から8月に医療機関で受診されるときは前々年）の収入の
　　　額をすべてご記入ください。ただし、退職金及び公租公課の対象とならない収入（堕害
　　　又は遺族に係る年金・恩給等、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金、児童手当・児里扶
　　　養手当等、災害弔慰金など）は除きます。

＜注2＞市町村民税を課されているか、いないかにかかわらず、70歳以上の被保険者及び被扶
　　　養者（65歳以上で老人医療の障害認定を受けている方も含む）それぞれの収入額を公的
　　　年金・給与・その他の収入に分けてご記入ください。

＜注3＞一部負担金割合が2割（3割）と記載された健康保険高齢受給煮証の写しと、収入の
　　　欄に記載した金額の証明できる市区町村長の発行する（非）課税証嬰書、公的年金等源
　　　泉徴収票、給与源泉徴収票、確定申告書の控の写し等の収入額の確認できる書類を添付

　　　してください。
　　　　※　前年の収入の額に基づいたその年の（非）課税証明書は、その年の6月以降

　　　　　市区町村にて発行されます。

＜注4＞虚偽の申告を行い、世帯の収入金額が基準に該当し、負垂区分が一定以上所得者（2
　　　割（3割）負担者）から一般（1割負担者）となったり、局額医療費の自己象担限度額
　　　　「一般」適用となった場合には、刑法上の詐欺罪に該当するとともに、不正行為による
　　　受給として保険者が国税徴収の例により給付額の一部を徴収することもあります。

収入の額について

申請書に添付するのは前埜巨区ム
のわかる書類（例：（非）課税証明書）

1月

申請書に添付するのは前生収ム
のわかる書類（例：（非）課税証明書）

8月9月 12月

齢霧轟暑蒔マぐr＝罵講蟹霧蒔マ



・定期判定用

（表） 別添3－1

所長 次長 課長 係長 係員

健康保険高齢受給者基準収入額適用申請書

被保険者証の記号 番　　　号

氏名 印 性別 男・女被
保
険
者 生年月日 明治・大正・昭和・平成　　　　年　　　　月　　　　目

氏名 性別 男・女

対
象
者

生年月目 昭和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

住所 〒　　一

現在所持してい

骰w諶�去ﾒ証
ﾌ発効年月日

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被保険者氏名 被扶養者氏名 被扶養者氏名

収入の種類

有無 収入額 有無 収入額 有無 収入額

強気畿葱萄 有・無
円

有・無
円

有・無
円

公的年金（老齢基礎年金、老

諟﨎ｶ年金、退職共
ﾏ年金、老齢年金、
ﾞ職年金等）

有・無

円

有・無

円

有・無

円

その他の収入
i　　　　　）

有・無

円

有・無

円

有・無

円

個人小計 円 円 円

合　　　計 円

70歳以上の被保険者・被扶養者の収入申告欄

　上記のとおり収入の額を申告し、関係書類を添えて健康保険高齢受給者基準収入額適用の申請

をします。

◎　この申請書は、原則、8月7目（休日の場合は、その前日）までに届出が必要です。
　　9月以降に申請された場合には、やむを得ない理由があると認める場合を除き、申請があった
　月の翌月から負担割合が1割または、高額療養費の自己負担限度額が「一般」に変更されること

　になりますのでご留意ください。
◎　被保険者本人が自ら署名する場合には、被保険者本人の押印は不要です。

上記のとおり被保険者から申請がありましたので提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月

事業所所在地
事業所名称
事業主氏名

電　　　話

一
丁

（ ）

日提出

印

社会保険労務士の提出代行者印

口匡

．有年勇＼、
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ

1受　　　　日l
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置

噂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏）

《申請の対象となる方》
①70歳以上の被保険者（老人医療の対象者は除きます。）又は70歳以上の被保険者
（65歳以上の老人医療の対象者を含みます。）に扶養されている被扶養者（老人医療

の対象者は除きます。）の方のうち、2割（平成18年10月以降3割（以下「3割」と
いう。））の健康保険高齢受給者証を所持している方や標準報酬月額が28万円以上であ
る方で前年の収入が次のく基準となる収入の額＞に満たない場合は、基準収入額適用申

請の手続きをしていただくと医療機関における一部負担割合が1割となります。
②平成18年9月の基準収入額の見直しにより負担割合が2割（3割）となる70歳以
上の方で次のく基準となる収入の額＞に該当する方は、申請により、高額療養費の自己

負担限度額が「一般」に据え置かれます。

＜　基準となる収入の額　＞　　　　　　　平成18年8月まで　　　平成18年9月以降
0　70歳以上の被扶養者を有する場合　　：　621万円未満　→　520万円未満
0　70歳以上の被扶養者を有しない場合　：　484万円未満　→　383万円未満
高額療養費の自己負担限度額を「一般」並に据え置く措置に該当する方の基準額

0　70歳以上の被扶養者を有する場合　　：　520万円以上621万円未満
0　70歳以上の被扶養者を有しない場合　：　383万円以上484万円未満

【記入上の注意】

＜注1＞収入申告欄には、前年（1月から8月に医療機関で受診されるときは前々年）の収入の
　　　額をすべてご記入ください。ただし、退職金及び公租公課の対象とならない収入（障害
　　　又は遺族に係る年金・恩給等、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金、児童手当・児童扶
　　　養手当等、災害弔慰金など）は除きます。
＜注2＞市町村民税を課されているか、いないかにかかわらず、70歳以上の被保険者及び被扶
　　　養者（65歳以上で老人医療の障害認定を受けている方も含む）それぞれの収入額を公的
　　　年金・給与・その他の収入に分けてご記入ください。

＜注3＞一部負担金割合が2割（3割）と記載された健康保険高齢受給者証の写し（交付を受
　　　けていない方は必要ありません。）と、収入の欄に記載した金額の証明できる市区町村
　　　長の発行する（非）課税証明書、公的年金等源泉徴収票、給与源泉徴収票、確定申告書
　　　の控の写し等の収入額の確認できる書類を添付してください。なお、健康保険局齢受給
　　　者証の交付を受けていない方は、　「現在所持している高齢受給者証の発効年月日」欄の

　　　余白にその旨を明記してください。
　　　　※　前年の収入の額に基づいたその年の（非）課税証明書は、その年の6月以降、
　　　　　市区町村にて発行されます。

＜注4＞虚偽の申告を行い、世帯の収入金額が基準に該当し、負担区分が一定以上所得者（2
　　　割（3割）負担者）から一般（1割負担者）となったり、高額医療費の自己負担限度額
　　　　「一般」適用となった場合には、刑法上の詐欺罪に該当するとともに、不正行為による
　　　受給として保険者が国税徴収の例により給付額の一部を徴収することもあります。

収入の額について

申請書に添付するのは廻文ム
のわかる書類（例：（非）課税証明書）

1月

申請書に添付するのは虹生｝区ム
のわかる書類（例：（非）課税証明書）

8月9月 12月

．講謹呈蒔マ懸繍簸r



経過措置対象者用 別添4

申　請　者 様

平成 年 月 日

社会保険事務所長

健康保険高齢受給者基準収入額適用判定不該当通知書

　さきにあなたから申請された基準収入額適用について、下記5のとお

り不該当となりましたので通知します。

　なお、今回の判定で下記6に該当するため、高額療養費の支給につい

ては、一般の高齢受給者とみなされますので、併せて通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

1
2
3
4
5

被保険者証の記号番号

被保険者氏名
対　象　者　氏　名
申 請 目

6

不
①
②
③

該当　の理由
被扶養者を有し収入の額が520万円以上のため

被扶養者を有せず収入の額が383万円以上のため

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

経過措置対象理由
①　被扶養者を有し収入の額が520万円以上621万円未満

　　のため

②　被扶養者を有せず収入の額が383万円以上484万円未

　満のため
※経過措置対象者は、高額療養費支給の際の自己負担限度額は「一般」の額

が適用になります。

　この決定に不服があるときは、この通知書を受け取った目から60目以内に文書又は口頭で社会保険審査官（地方社会保険

事務局内）に審査請求できます。また、その決定に不服があるときは、決定書の謄本が送付された目の翌日から起算して60目

以内に社会保険審査会（厚生労働省内）に再審査請求できます。

　なお、この決定の取消の訴えは、再審査請求の裁決を経た後でないと、提起できませんが、再審査請求があった目から3か

月を経過しても裁決がないときや、決定の執行等による著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他正当な理由があ

るときは、裁決を経なくても提起できます。この訴えは、裁決の送達を受けた目の翌日から起算して6か月以内に、国を被告（代

表者は法務大臣）として提起できます。ただし、原則として、裁決の目から1年を経過すると訴えを提起できません。



高齢受給者基準収入額適用判定台帳（特定収入被保険者用）

昔の量 1 「 一 日暈　六 i　　　　日 ，　六　　　日 鼻　　　　　　日 ム　　　　　　　　　　　又　一

日 年　　　　日 日 日

受付年　日 被保　者生年　日 男
女

箇象者生年月日 男
女

旧昔　交年　日 証発兌年　日 昔艾・年　日 認古，　理由
円

円

△　計 円

円

円

年　　　　日 年　月　日 日 年　月　日 円

受付年月日 被　険者生年　日 男
女

・象　生年　日 男
女

旧証　交年　日 証　交年　日 証交寸　　日 調由，　理由 円

円

円

合　計
円

月　　日 年　　　　日 年　　　　日 年　　　　日 円

巫イ・年　日 生年　日 男
女

メ・象者生年　日 男
女

旧証　交年　日 青　交　　日 量　イ・年　日 ニ｛@　理由

円

合　計 円

円

日 月　　日 年　月　日 日

付年　日 生年　日 男
女

生　　日 男
女

旧証　六年　日 晋　交年　日 証　イ・　　日 籾　　了理由 円

円

円

合　計
円

円

年　　　　日 日 年　　　　日 年　　　　日 円

鳳・年　日 被保　者生年　日 男
女

者生年　日 男
女

旧昔　交年　日 証　査年　日 証交イ・年月日 認白，　理由

ム　　　寺口　　　ロ 円

円

年　月　日 年　　　　日 年　　　　日 年　　　　日 円

受・年月日 者生年　日 男
女

者生年　日 男
女

旧証　交　月日 証　交年　日 証占・年　日 ＝　　　理由

円

合　計
円

円

年　月　　日 年　　　　日 年　　　　日 年　　月　　日

魯イ・年月日 被保　者生年　日 男
女

者生年　日 男
女

旧註　交　　日 証　交年　日 証交イ・年　日 モ、　　理由
円

合　計 円

年　　　　日 日 年　月　日 年　月　日
受付年月日 被　険者生年　日 男

女
老生　　日 男

女
旧註　査年　日 証　六年　日 ｝一一@　　日 籾　，　理

円

円

合　計 円

聾
勤
0
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庁保発第0721001号

平成18年7月21日

地方社会保険事務局長殿

社会保険庁運営部長

（公　印　省　略）

老人保健法施行令等の一部を改正する政令の施行について

　標記については、老人保健法施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第2

41号）が、平成18年7月21目に公布され、同日から施行することとされ、別添
のとおり厚生労働省から当職あて通知されたところであるので、その実施に当たり、

遺漏のないよう配慮されたい。
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保発第0721004号
平成18年7月21日

社会保険庁運営部長　殿

厚生労働省保険局長
　（公　印　省　略）

老人保健法施行令等の一部を改正する政令の施行について

　老人保健法施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第241号）が、平成18

年7月21日に公布され、同日から施行することとされたところである。

　これらの改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、御了知の上、貴管下社会保険

事務所に対する周知を図り、その円滑な実施に配意されたい。

記

1　改正の趣旨

　1　平成16年度税制改正において、公的年金等控除の見直し及び老年者控除の廃止が

　行われたこと、並びに平成17年度税制改正において、65歳以上の者についての住

　民税非課税措置が廃止されたことに伴い、老人保健法等における一部負担金の割合が

　　2割となる者（以下「現役並み所得者」どいう。）の判定基準とする収入額を改める

　　とともに、一部負担金の割合等に変更のある者について急激な負担の増大を緩和する

　ため、平成18年8月から2年間経過措置を講じる。
　2　市町村民税非課税等の世帯のうち所得が一定の基準に満たない世帯（以下r低所得

　　1区分」という。）の対象範囲を拡大するため、区分判定における雑所得の算定に係

　　る公的年金等控除額を改める。

II　改正の内容

　1　老人保健法施行令関係

　　①現役並み所得者の判定基準とする収入の額については、次のとおり改正を行った

　　　こと。

　　　　なお、この改正については、平成18年8月から適用されるものであること。

　　　i　高齢者複数世帯における収入の額については、621万円から520万円に改

　　　　めたことb

　　　五　高齢者単身世帯における収入の額については、484万円から383万円に改

　　　　めたこと。



②　低所得1区分の判定に当たっては、雑所得の算定に係る公的年金等控除額につい

　て、「65万円」を適用しているところを、平成18年8月から「80万円」に改

　めたこと。

　③　公的年金等控除の見直し及び老年者控除の廃止に伴い、新たに現役並み所得者に

　　移行する者については、平成18年8月から2年間、一般の世帯と同額の自己負担

　　限度額を適用すること。対象者は次の所得及び収入の額のいずれかに該当する者（特

　　定所得老人医療対象者）とすること。、

　　　i　l所得　　所得の額については、145万円以上213万円未満

　　　五　収入　　高齢者複数世帯における収入の額については、520万円以上621

　　　　　　　万円未満

・　　　　　　　　高齢者単身世帯における収入の額については、383万円以上484

　　　　　　　万円未満

④　65歳以上の者についての住民税非課税措置が廃止されたことに伴い、地方税法

　上の個人住民税に係る経過措置対象者（以下「税法上の経過措置対象者」という。）

　と同一の世帯に属する市町村民税非課税者（特定非課税老人医療対象者）について、

　市町村民税非課税等の世帯（低所得H区分）と同額の自己負担限度額を適用するこ

　と。

　　また、税法上の経過措置対象者と同一の世帯に属する老齢福祉年金受給者又は税

　法上の経過措置対象者である老齢福祉年金受給者（特定年金受給老人医療対象者）

　については、低所得1区分と同額の自己負担限度額を適用すること。

　　なお、これらの経過措置については平成18年8月から2年間適用されるものぞ

　あること。

2　国民健康保険法施行令関係

　　70歳以上の被保険者については、上記1と同様の改正を行ったこと。

3　健康保険法施行令及び船員保険法施行令関係

　　70歳以上の被保険者及び70歳以上の被扶養者については、上記1と同様の改正

を行い、適用の時期については、1のうち①艮び③については平成18年9月から、

②及び④については平成18年8月から、それぞれ適用されるものであること。



〈参考〉

老人保健法施行令等の一部を改正する政令概要

1．改正の趣旨
　　平成16年度税制改正において公的年金等控除の見直し及び老年者確除
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨの廃止並びに平成17年度税制改正において、65歳以上の者についての

住民税非課税措置の廃止が行われたこと仁伴い、老人保健法施行令等にお

いて所要の改正及び経過措置を講じるもの。

2．改正の内容

① 70歳以上の現役並み所得者に係る基準の設定

・課税所得額　’145万円（現行と同額）

・収入額

（高齢者複数世帯）621万円→520万円
（高齢者単身世帯）484万円→383万円

〔改正内容〕

　　低所得1区分の判皐に当たっては、雑所得の算定に係る公的年金等

　控除額について、現在r65万円」を適用しているところであるが、

　平成18年8月よりr80万円」を適用することとする。

③老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う高額医療費算定の特例

※r老人医療受給対象者等」には70歳以上の高齢受給者を含む。

（1）特例内容

　　　低所得者世帯の自己負担限度額は、世帯員全員が非課税の場合に適

　　用されるものであるが、老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴い、

　　世帯員の・うち一部．（例えば夫）が課税者となるが、一部（例えば妻）

　　は非課税者の場合、平成18年8月から2年間、非課税者（例えば妻）

　　について、低所得IIの限度額とみなす。

　　　また、食事の標準負担額についても低所得IIの額とみなす。



（2）特例対象者

　　　地方税法上の個人住民税に係る経過措置対象者（前年の合計所得金

　　額125万円以下であって平成17年1月1日現在において65歳以
　　上の者。以下r税法上の経過措置対象者」という。）と同一世帯の市

　　町村民税非課税である老人医療受給対象者等る

〔老齢福祉年金受給者に係る適用〕

　　税法上の経過措置対象者と同一世帯に属する市町村民税非課税者で

　ある老齢福祉年金受給者については、r低所得1」とみなす。

　　また、老齢福祉年金受給者が税法上の経過措置対象者である場合に

　ついても同様に、r低所得1」とみなす。

　　ただし、それぞれ同一世帯に市町村民税課税者（税法上の経過措置

　対象者を除く）がいる場合を除く。

④．公的年金等控除の見直しに伴う経過措置

（1）経過措置内容

　　　公的年金等控除の縮減及び老年者控除の廃止に伴い、新たに現役並

　　み所得者に移行する70歳以上の者については、平成18年8月から
　　．2年間、自己負担限度額を一般とみなす。

（2）判定基準

・課税所得額　　　　145万円以上213万円未満
・収入額

　（高齢者複数世帯）・520万円以上621万円未満

　（高齢者単身世帯）383万円以上484万円未満

3．施行及び適用

　公布日施行とする。

　平成18年度の現役並み所得者の判定等から適用するため、老人保健及

び国民健康保険については平成18年8月から適用する。
　健康保険、船員保険、国家公務員共済及び地方公務員等共済については嵐

②及び③について平成18年8月から、①及び④について平成18年9月

から適用することとする。



第4384号報官金曜日
翼
紆
嵯
鴨
欝
而
．
舶
劇
蠕
徽
腿
遡
劒
踏
蛛
馳

平成18年7月21日1

強

靱
　編集・印刷
独立行政法人国立印刷局

〔
政

目
令
〕

次

○
運
輸
の
安
全
性
の
向
上
の
た
め
の
鉄
道
事

　
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

　
期
日
を
定
め
る
政
令
，
（
二
三
八
）

O
道
路
運
送
法
施
行
令
及
び
軌
道
法
に
規
定

　
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
に
属
す
る
事

　
務
で
都
道
府
県
が
処
理
す
る
庵
の
等
を
定

　
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
　
（
二
三
九
）

O
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る

　
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一

　
部
を
改
正
す
る
政
令
（
二
四
〇
）

○
老
人
　
健
法
施
か
　
η
等
の
一
部
を
改
正
す

－
〔
省

令
〕

O
旅
行
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

　
省
令
（
国
土
交
通
八
O
）

〔
告

示
〕

σ
道
路
交
通
法
第
百
十
条
第
一
項
の
規
定
に

　
基
づ
き
自
動
車
専
用
道
路
を
指
定
す
る
件

　
の
一
部
を
改
正
す
る
件

　
（
国
家
公
安
委
二
〇
）

○

》

○
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
三
六
三
）

O
宇
宙
空
間
に
打
ち
上
げ
ら
れ
た
物
体
の
登

　
　
録
に
関
す
る
条
約
へ
の
ト
ル
コ
共
和
国
の

　
　
加
入
に
関
す
る
件
（
外
務
四
三
四
）

　
O
著
作
権
に
関
す
る
世
界
知
的
所
有
権
機
関

　
　
条
約
の
ベ
ル
ギ
ー
王
国
に
よ
る
批
准
に
関
，

　
　
す
る
件
（
同
四
三
五
）

　
O
実
演
及
び
レ
コ
ー
ド
に
関
す
る
世
界
知
的

　
　
所
有
権
機
関
条
約
の
ベ
ル
ギ
ー
王
国
に
よ

　
　
る
批
准
に
関
す
る
件
（
同
四
三
六
）

　
O
国
際
貿
易
の
対
象
ど
な
る
特
定
の
有
害
な

　
　
化
学
物
質
及
び
駆
除
剤
に
つ
い
て
の
事
前

　
　
の
か
つ
情
報
に
基
づ
く
同
意
の
手
続
に
関

　
　
す
る
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
条
約
へ
の
エ
ズ
ト
ニ

　
　
ア
共
和
国
の
加
入
に
関
す
る
件

　
　
　
（
同
四
三
七
）

・
O
生
物
0
多
様
性
に
関
す
る
条
約
の
バ
イ
オ

　
　
セ
ー
フ
テ
ィ
に
関
す
る
カ
ル
タ
ヘ
ナ
議
定

　
　
書
へ
の
ド
ミ
ニ
カ
共
和
国
の
加
入
に
関
す

　
　
る
件
（
同
四
三
八
）

，
O
個
人
砂
各
年
分
の
事
業
所
得
の
金
額
の
計
、

　
　
算
上
必
要
経
費
に
算
入
す
る
租
税
特
別
措

　
　
置
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ

　
　
る
負
担
金
又
は
法
人
の
各
事
業
年
度
の
所

　
　
得
の
金
額
の
計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
す

　
　
る
同
法
第
六
十
六
条
の
十
一
第
一
項
第
六

　
　
号
に
掲
げ
る
負
担
金
に
係
る
公
益
法
人
等

　
　
及
び
基
金
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正

　
　
す
る
件
（
財
務
二
九
一
）

　
O
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
理
す

　
　
　
る
場
合
に
お
け
る
保
管
金
取
扱
規
程
等
の

　
　
特
例
に
関
す
る
省
令
第
二
条
第
一
項
及
び

　
　
　
第
三
項
に
基
づ
き
同
条
第
一
項
に
規
定
す

　
　
　
る
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
各
省
各
庁
の
長
■

　
　
　
が
保
管
す
る
現
金
及
び
同
条
第
三
■
項
に
規

　
　
　
定
す
る
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
歳
入
歳
出

　
　
　
外
現
金
出
納
官
吏
を
指
定
す
る
件
の
一
部

　
　
　
を
改
正
す
る
件
（
同
二
九
一
．
一
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
δ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＝

三δ6

○

O
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

　
（
国
土
交
通
八
五
九
）

O
土
地
区
画
整
理
事
業
の
関
係
図
書
を
縦
覧

　
に
供
す
る
件
（
同
八
六
〇
）

O
宅
地
造
成
等
規
制
法
施
行
規
則
の
規
定
に

　
よ
り
登
録
認
証
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更

　
の
届
出
が
あ
っ
た
件
（
同
八
六
一
）

O
都
市
計
画
に
関
す
る
件

　
　
（
北
陸
地
方
整
備
局
一
〇
八
）

O
道
路
に
関
す
る
件

　
　
（
九
州
地
方
整
備
局
一
二
三
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣
　
法
務
省
　
公
安
調
査
庁
　
最
高
裁
判

所
　
埼
玉
県
　
岐
阜
県
　
大
阪
府
　
広
島
県

　
福
岡
県

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

、

　
　
　
　
国
家
試
験

採
用
候
補
者
名
簿
の
失
効
（
人
事
院
）

公
認
会
計
士
試
験
の
試
験
場

（
公
認
会
計
士
・
監
査
審
査
会
）

平
成
十
八
年
度
土
地
改
良
換
地
±
資
格
試
験

の
実
施
に
つ
い
て
（
農
林
水
産
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁

　
入
札
、
財
団
、
信
託
受
益
権
販
売
業
者
営

　
業
保
証
金
取
戻
し
、
証
票
無
効
関
係

隷
判
所

　
相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

　
破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、

　
再
生
関
係

＝三三三三三
特
殊
法
人
等

　
独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
日
本
銀

　
行
基
準
割
引
率
お
よ
び
基
準
貸
付
利
率
変

　
更
関
係

地
方
公
共
団
体

．
公
債
抽
せ
ん
（
東
京
都
区
）
、
教
育
職
員

　
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

三酉

二六
毛

本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
．
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（
軌
道
法
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
に
属
す

　
る
事
務
で
都
道
府
県
が
処
理
す
る
も
の
等
を
定
め
る
政

　
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条
　
軌
道
法
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
に

　
属
す
る
事
務
で
都
道
府
県
が
処
理
す
る
も
の
等
を
定
め

　
る
政
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
五
十
七
号
）
の

　
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
二
条
第
一
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
．

　
　
　
軌
道
法
の
規
定
に
よ
る
国
土
交
通
大
臣
の
職
権
の

　
　
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の
は
、
地
方
運
輸
局
長
が
行

　
　
う
。

　
　
一
　
軌
道
法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
運
転

　
　
　
速
度
及
び
度
数
の
決
定
に
係
る
認
可

　
　
二
　
軌
道
法
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
運
転

　
　
　
の
管
理
の
委
託
又
は
受
託
に
係
る
許
可

　
　
三
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
恥
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
十
八
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
安

　
　
　
全
管
理
規
程
の
変
更
に
係
る
届
出
の
受
理

　
　
四
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
十
八
条
の
三
第
五
頂
の
規
定
に
よ
る
運

　
　
　
転
管
理
者
の
選
任
又
は
解
任
に
係
る
届
出
の
受
理

　
　
五
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
十
八
条
の
三
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
運
、

　
　
　
転
管
理
者
の
解
任
に
係
る
命
令

　
　
六
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
二
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
運
転

　
　
　
の
管
理
の
委
託
又
は
受
託
に
係
る
命
令
又
は
許
可

　
　
　
の
取
消
し

　
　
第
二
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を
「
第
一
項
第
一
号
」

　
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の

　
次
に
次
の
｛
項
を
加
え
る
。

　
2
　
軌
道
法
の
規
定
に
よ
る
国
土
交
通
大
臣
の
職
権
の

　
　
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の
は
、
地
方
運
輸
局
長
も
行

　
　
う
こ
と
が
で
き
る
．

　
　
一
　
軌
道
法
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
提
出
の
命
令

　
　
　
及
び
監
査

　
　
二
　
軌
道
法
窮
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
十
八
条
の
三
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
安

　
　
　
全
管
理
規
程
（
前
項
第
三
号
に
規
定
す
る
届
出
が

　
　
　
あ
っ
た
変
更
に
係
る
部
分
に
限
る
．
）
の
変
更
の
命

　
　
　
令

　
　
三
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
十
九
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
情
報
の
整

　
　
　
理
及
び
公
表

　
　
四
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
五
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告

　
　
　
徴
収

　
　
五
　
軌
道
法
第
二
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
鉄
道

　
　
　
事
業
法
第
五
十
六
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

　
　
　
に
よ
る
立
入
検
査
及
び
質
問
・

　
　
　
附
　
則
．

　
（
施
行
期
日
）

　
道
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日

■
（
平
成
十
八
年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
．

　
（
経
過
措
置
）

　
一
項
の
規
定
に
よ
る
運
転
の
管
理
の
委
託
又
は
受
託
に

　
係
る
許
可
の
申
請
に
係
る
処
分
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

　
前
の
例
に
よ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
国
土
交
通
大
臣
　
北
側
　
一
雌

　
　
　
　
　
　
　
　
内
閣
総
理
大
臣
　
小
泉
純
一
郎

1
　
こ
の
政
令
は
、
運
輸
の
安
全
性
の
向
上
の
た
め
の
鉄

2
　
こ
の
政
令
の
施
行
前
に
さ
れ
た
軌
道
法
第
十
六
条
第

　
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に

公
布
す
る
．

御
　
名
　
　
御
　
璽

平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣
　
小
泉
純
一
郎

政
令
第
二
百
四
十
号

　
　
　
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
熊
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
内
閣
は
、
特
定
外
来
生
物
に
よ
惹
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
八
号
）

第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

　
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
七
年
政
令
第
百
六
十
九
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

別
奎
の
笙
の
八
里
）
の
こ
慰
し
科
の
項
中
づ
％
舟
聚
叛
諺
鷲
躍
離
属
す
る

ー
ー
・
．
一
二
鎌
鐸
難
撒
緊
等

ロ
ト
ヌ
ス
・
ヤ
ン
バ
ル

一

に
改
め
、
同
表
の
第
一
の
八
中

（
二
）
　
は
ち
目

一

を

（
二
）
　
は
ち
目

み
つ
ば
ち
科

ボ
ン
ブ
ス
・
テ
ル

レ
ス
ト
リ
ス
（
セ
イ
ヨ
ウ
オ
オ
マ
ル
ハ
ナ
バ
チ
）

　
　
　
附
　
則

第一（

M
譜
が
令
睾
成
＋
八
年
九
星
暑
施
行
茎
た
だ
髪
難
竃
公
布
の
暑
建

　
す
る
．

　
（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令

　
別
表
第
一
の
下
欄
に
掲
げ
る
種
（
亜
種
又
は
変
種
を
含
む
．
）
の
う
ち
、
こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
前
の
特
定
外
来
生
物

　
に
よ
ξ
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
別
表
第
一
の
下
欄
に
掲
げ
ら
れ
て
い
な
い
も
の
に
係

　
る
特
定
外
来
生
物
に
つ
い
て
の
特
定
外
来
生
物
に
よ
る
生
態
系
等
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
次
項
に
お

　
い
て
「
法
」
と
い
う
」
）
第
五
条
第
｝
項
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
（
次
項
に
お
い

　
て
「
施
行
B
」
と
い
う
。
）
前
に
お
い
て
も
、
そ
の
許
可
の
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
．

2
　
主
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
施
行
日
前
に
お
い
て
も
、
法
第
五
条
第
，

　
一
項
の
許
可
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
許
可
は
、
施
行
日
に
そ
の
効
力
を
生
ず
る
．
　
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
農
林
水
産
大
臣
　
中
川
　
昭
一

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
環
境
大
臣
　
小
池
百
合
子

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
内
閣
総
理
大
臣
　
小
泉
純
一
郎

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
に
改
め
る
。

老
人
保
健
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

．
御
　
名
　
　
御
　
璽

平
成
十
八
年
七
月
二
十
｝
日

内
閣
総
理
大
臣
　
小
泉
純
一
郎

政
令
第
二
百
四
十
一
号

　
　
　
老
人
．
保
健
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
内
閣
は
、
老
人
保
健
法
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
第
二
十
八
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
四
十
六
条
の
八
第

二
項
、
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
七
十
四
条
第
一
項
第
三
号
、
第
百
十
条
第
二
項
第
一
号
二
及

び
第
百
十
五
条
第
二
項
、
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
三
号
）
第
二
十
八
条
ノ
三
第
一
項
第
三
号
、
第
三
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十
一
条
ノ
ニ
第
二
項
第
一
号
二
及
び
第
三
十
一
条
ノ
六
第
二
項
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第

百
二
十
八
号
）
第
五
十
五
条
第
二
項
第
三
・
亙
第
五
十
七
条
第
二
項
第
一
号
二
及
び
第
六
十
条
の
二
第
二
項
へ
こ
れ
ら

の
規
定
を
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
第
二
十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
、
国
民
健
康
保
険
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
九
十
二
号
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
四
号
及
び
第
五
十

七
条
の
二
第
二
項
並
び
に
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
第
五
十
七
条
第
二
項

第
三
号
、
第
五
十
九
条
第
二
項
第
一
号
二
及
び
第
六
十
二
条
の
二
篤
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

　
（
老
人
保
健
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条
　
老
人
保
健
法
施
行
令
（
昭
和
五
十
七
年
政
令
第
二
百
九
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
四
条
第
三
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
、
雪
四
百
八
十
四
万
円
」
を
「
三
百
八
十
三
万

　
円
」
に
改
め
る
．
　
　
　
　
　
　
　
　
、

　
　
第
十
四
条
第
一
項
第
一
号
中
「
次
項
」
の
下
に
「
並
び
に
附
則
第
二
条
及
び
第
三
条
」
を
加
え
、
同
条
第
六
項
中

　
「
所
得
割
を
除
く
．
」
の
下
に
「
附
則
第
二
条
第
五
項
及
び
．
第
三
条
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
．
」
を
、
「
も
の
を
除
く
。
」
の

　
下
に
「
附
則
第
三
条
第
五
項
に
お
い
て
単
に
、
「
老
齢
福
祉
年
金
」
と
い
う
。
」
を
加
え
る
．

　
　
第
十
五
条
第
一
項
第
四
号
た
だ
し
書
中
「
六
十
五
万
円
」
を
「
八
十
万
円
」
に
改
め
る
．

　
　
第
十
六
条
第
一
項
中
「
こ
の
項
に
お
い
て
」
を
「
こ
の
項
並
び
に
附
則
第
二
条
第
四
項
及
び
第
三
条
第
四
項
に
お

　
い
て
」
に
改
め
る
．

　
　
附
則
第
二
条
及
び
第
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
．

　
　
（
特
定
非
課
税
老
人
医
療
対
象
者
に
対
す
る
高
額
医
療
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

　
第
二
条
　
特
定
非
課
税
老
人
医
療
対
象
者
が
同
一
の
月
に
受
け
た
療
養
に
係
る
老
人
医
療
受
給
対
象
者
一
部
負
担
金

　
　
等
合
算
額
か
ら
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
が
、
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
非
課

　
　
税
老
人
医
療
対
象
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
べ
き
高
額
医
療
費
の
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
特
定
非
課
税
老
人

　
　
医
療
対
象
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
医
療
費
の
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
老
人
医
療
受
給

　
　
対
象
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
と
す
る
。

　
2
　
前
項
の
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
は
、
第
十
五
条
第
｝
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

　
3
　
特
定
非
課
税
老
人
医
療
対
象
者
に
係
る
第
十
四
条
第
二
項
の
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
は
、
第
十
五
条
第
二
項

　
　
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
み
．

　
4
　
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
非
課
税
老
人
医
療
対
象
者
に
対
し
支
給
す
べ
き
高
額
医
療
費
に
つ
い
て

　
　
市
町
村
長
が
医
療
機
関
に
支
払
う
額
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
特
定
非
課
税
老
人
医
療
対
象
者
を
、
次
の
各
．

　
　
号
に
掲
げ
る
療
養
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
者
と
み
な
し
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

　
　
一
　
第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
ハ
に
掲
げ
る
者

　
　
二
　
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
ハ
に
掲
げ
る
者

　
5
　
第
一
項
及
び
前
二
項
の
特
定
非
課
税
老
人
医
療
対
象
者
は
、
老
人
医
療
受
給
対
象
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い

　
　
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
．

　
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
八
年
度

分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
（
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当

該
市
町
村
民
税
を
免
除
さ
れ
た
者
を
含
む
も
の
と
し
、
当
該
市
町
村
民
税
の
賦
課
期
日
に
お
い
て
同
法
の
施
行

地
に
住
所
を
有
し
な
い
者
を
除
く
．
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
っ
て
、
地
方
税
法

　
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
五
号
．
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
五
項
に
お
い
て
「
平
成

十
七
年
地
方
税
法
改
正
法
」
と
い
う
．
）
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
る
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
（
そ

　
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
及
び
す
べ
て
の
世
帯
員
が
平
成
十
八
年
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町

村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限
る
．
）

二
　
療
養
の
あ
っ
た
丹
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
九
年
度

分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
で
あ
っ
て
、
平
成
十
七
年
地
方
税
法
改
正
法
附

則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
及
び
す

　
べ
て
の
世
帯
員
が
平
成
十
九
年
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に

該
当
す
る
者
に
限
る
。
）

　
　
　
（
特
定
年
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
に
対
す
る
高
額
医
療
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

　
第
三
条
特
定
年
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
が
同
一
の
月
に
受
け
た
療
養
に
係
る
老
人
医
療
受
給
対
象
者
一
部
負
担

　
　
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
が
、
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
年

　
　
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
べ
き
高
額
医
療
費
の
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
特
定
年
金
受

　
　
給
老
人
医
療
対
象
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
医
療
費
の
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か
が
わ
ら
ず
、
当
該
老
人
医

　
　
療
受
給
対
象
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
と
す
る
。

　
　
2
　
前
項
の
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
は
、
第
十
五
条
第
一
項
第
四
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

　
　
3
　
特
定
年
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
に
係
る
第
十
四
条
第
二
項
の
高
額
医
療
費
算
定
基
準
額
は
、
第
十
五
条
第
二

　
　
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

　
　
4
　
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
年
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
に
対
し
支
給
す
べ
き
高
額
医
療
費
に
つ
い

　
　
　
て
市
町
村
長
が
医
療
機
関
に
支
払
う
額
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
特
定
年
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
を
、
次

　
　
　
の
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
区
分
覚
応
簸
当
該
各
号
に
掲
げ
る
者
と
み
な
し
て
、
同
項
の
規
定
を
適
漏
す
る
．

　
　
　
一
　
第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
二
に
掲
げ
る
者

　
　
　
二
　
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
ハ
に
掲
げ
る
者

　
　
5
　
第
一
項
及
び
前
二
項
の
特
定
年
金
受
給
老
人
医
療
対
象
者
は
、
老
人
医
療
受
給
対
象
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の

　
　
　
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
．

　
　
　
一
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
七
年
地

　
　
　
方
税
法
改
正
法
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
る
者
又
は
当
該
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
で
あ
っ
て
、
老

　
　
　
齢
福
祉
年
金
の
受
給
権
を
有
し
て
い
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
及
び
す
べ
て
の
世
帯
員
が
平

　
　
　
成
十
八
年
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限

　
　
　
る
。
）

　
　
　
二
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
七
年
地

　
　
　
方
税
法
改
正
法
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者
又
は
当
該
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
で
あ
っ
て
、
老

　
　
　
齢
福
祉
年
金
の
受
給
権
を
有
し
て
い
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
及
び
す
べ
て
の
世
帯
員
が
平

　
　
　
成
十
九
年
度
分
み
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限

　
　
　
る
。
）

　
　
附
則
第
四
条
か
ら
第
六
条
ま
で
を
削
る
．

　
　
（
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

・
第
二
条
　
健
康
保
険
法
施
行
令
（
大
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
》
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
三
十
四
条
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
、
「
四
百
八
十
四
万
円
」
を
「
三
百
八
十

　
　
三
万
円
」
に
改
め
る
．

　
　
第
三
十
九
条
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
改
め
る
．

　
　
第
四
十
一
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
四
十
三
条
ま
で
」
及
び
「
者
（
以
下
こ
の
条
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
二
条
」

　
　
を
加
え
、
「
第
三
項
ま
で
」
を
「
以
下
こ
の
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
附
則
第
二
条
」
に
改
め
、
．
同
条
第
二
項
中
「
こ

　
　
の
項
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
二
条
第
二
項
第
一
号
」
を
加
え
る
。

　
　
第
四
十
二
条
第
二
項
第
四
号
た
だ
し
書
中
「
六
十
五
万
円
」
を
「
八
十
万
円
」
に
改
み
る
。

　
　
附
則
を
附
則
第
一
条
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
施
行
期
日
）
」
を
付
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．

　
　
　
（
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
に
対
す
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

　
　
第
二
条
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら
受
け
た

　
　
療
養
に
係
る
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
は
、
第
四
十
一
条
第
一
項
中
「
次
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
、
「
第
三
項

　
　
　
又
は
附
則
第
二
条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
四
十
三
条

　
　
第
三
項
中
「
第
四
十
｝
条
第
二
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
十
一
条
第
三
項
又
は
附
則
第
二
条
第
二
項
」

　
　
と
、
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
各
号
ハ
」
と
、
同
条
第
八
項
及
び
第
九
項
中
「
第
四
十
一
条
」
と
あ
る
の

　
　
は
「
第
四
十
一
条
第
三
項
か
ら
第
六
項
ま
で
、
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
四

　
　
十
一
条
第
一
項
及
び
附
則
第
二
条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
を
適
用
す
る
．
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2
市
町
村
民
税
経
過
謹
対
象
被
保
険
者
の
被
蓑
者
が
同
あ
月
竺
の
病
院
等
か
ら
嚢
（
七
＋
歳
に
浮

　
る
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
療
養
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
　
当
量

該
市
町
村
民
税
経
過
謹
対
象
覆
険
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
嚢
費
の
額
は
、
第
四
士
条
第
二
項
の

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
支
馨
れ
る
ぺ
壽
額
嚢
費
の
額
に
、
当
該
被
蓑
者
ご
と
潰

定
し
た
第
二
号
箋
げ
る
額
か
ら
笙
号
に
掲
げ
る
額
を
議
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に
は
零

、
と
す
る
．
）
を
合
算
し
た
額
を
加
算
し
た
額
と
す
る
．

　
　
一
　
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を

　
　
下
回
る
場
合
毒
、
零
と
す
る
．
）
に
、
被
扶
養
羨
分
賓
市
町
村
民
税
慧
甕
対
嚢
保
険
者
の
蓑
養

　
　
者
が
同
｝
の
月
に
受
け
た
療
養
に
係
る
第
四
十
一
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
額
を
合
算
し
た
額
か
ら
同
条
第
三

　
　
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
を
控
除
し
た
額
．
（
次
号
に
お
い
て
「
被
扶
養
者
一
部
負
担
金

　
　
等
合
算
額
」
と
い
う
・
）
を
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
で
除
し
て
得
た
率
を
い
う
．
）
を
乗
じ
て
得

　
　
た
額

　
二
　
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額

3
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
四
十
一
条
第
り
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
に
つ
い
て

　
は
、
第
四
十
二
条
第
一
項
（
第
三
号
を
除
く
。
）
中
「
前
条
第
一
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規

　
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
の
」
と
、
「
次
号
又
は
第
三
号
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
同
条

　
第
一
項
又
は
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

　
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
二
条
第
二
項
」
と
、
「
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第
一
項
第
一

　
号
ロ
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
被
保
険
者
』
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
市
町
村
民
税

　
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
（
第
三
号
を
除
く
。
）
を
適
用
す
る
。

4
　
第
四
十
二
条
第
二
項
（
第
三
号
及
び
第
四
号
を
除
く
．
）
の
規
定
は
、
第
二
項
第
｝
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準

　
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
条
第
二
賃
の
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
二

　
条
第
』
一
項
第
一
号
の
」
と
、
「
次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
・
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の

　
場
合
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
療
養
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
複
療
養
費
（
前
条
第
一
項
若
し
く

　
　
は
第
二
項
又
は
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
二
傑

　
　
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
。
）
が
支
給
さ
れ
て
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
」
と
読
み
替
え
る
も
の

　
　
と
す
ξ
．

　
5
　
第
二
項
第
二
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
第
四
十
二
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

6
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
の
被
扶
養
者
に
係
る
第
四
十
二
条
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額

　
　
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

　
7
第
一
項
、
第
二
項
及
び
前
項
の
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
は
、
被
保
険
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の

　
　
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
．

　
　
一
　
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
五
号
）
■
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
う

　
　
　
者

　
　
二
　
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
鳩
合
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
［
部
を
改
正
す
る
法
衛
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者

　
8
　
前
各
項
の
規
定
は
、
前
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
日
雇
特
例
被
保
険
者
に
係
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に

　
　
．
つ
い
て
準
用
す
る
．

　
（
船
員
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
条
　
船
員
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
四
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
第
四
条
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
、
「
四
百
八
十
四
万
円
」
を
「
三
百
八
十
三
万

　
円
」
に
改
め
る
。

　
　
第
八
条
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
改
め
る
。

第
九
条
第
一
項
笹
号
中
「
第
士
条
ま
で
」
及
び
暑
（
以
下
こ
の
条
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
一
二
条
」
を
加

え
・
『
第
三
項
ま
で
」
を
「
以
下
こ
の
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
附
則
第
三
条
」
に
改
め
、
同
委
二
項
中
「
こ
の
項
」

の
下
に
↓
及
び
附
則
第
三
条
第
二
項
第
一
号
」
を
加
え
る
．

　
第
十
条
第
二
項
第
四
号
た
だ
し
書
中
「
六
十
五
万
円
」
を
「
八
十
万
円
」
に
改
め
る
．

　
附
則
第
一
項
を
附
則
第
一
条
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
施
行
期
日
）
」
を
付
す
る
．

附
則
第
二
項
を
臨
第
二
条
篁
項
と
し
、
附
則
第
三
項
蕎
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
『
（
管
轄

地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
等
の
特
例
ご
を
付
す
る
．

　
附
則
第
四
項
を
削
る
．

　
附
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　
（
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
に
対
す
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

第
三
条
市
町
村
民
税
慧
讐
蒙
被
保
険
者
の
被
聾
者
が
亘
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
馨
か
ら
受
け
た
、

　
療
養
に
係
る
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
第
一
項
中
「
次
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
項
又
は

　
附
則
第
三
条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
忙
お
い
て
、
第
十
一
条
第
三
項

　
中
「
第
九
条
第
二
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
『
第
九
条
第
三
項
又
は
附
則
第
三
条
第
二
項
」
と
、
「
当
該
各
号
」

　
と
あ
る
の
は
「
当
該
各
号
ハ
」
と
、
同
条
第
八
項
及
び
第
九
項
中
「
第
九
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
三
項
か

　
ら
第
六
項
ま
で
、
附
則
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
九
条
第
一
項
及
び
附
則
第
三
条

　
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
を
適
用
す
る
．

2
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
一
の
病
院
等
か
ら
療
養
（
七
十
歳
に
達
す

　
る
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
療
養
に
限
る
．
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
　
当

　
該
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
は
、
第
九
条
第
二
項
の
規
定

　
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
高
額
療
養
費
の
額
に
、
当
該
被
扶
養
者
ご
と
に
算
定
し

　
だ
第
二
号
に
掲
げ
る
額
か
ら
第
一
号
に
掲
げ
る
額
を
控
除
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に
は
、
零
と
す

　
る
．
）
を
合
算
し
た
額
を
加
算
し
た
額
と
す
る
．

　
一
　
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を

　
　
下
回
る
場
合
に
は
憂
と
す
る
，
）
に
、
被
扶
養
羨
分
率
（
市
町
村
民
税
経
過
奮
蒙
被
保
険
者
の
被
襄

　
　
者
が
同
一
の
月
に
受
け
た
療
養
に
係
る
第
九
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
額
を
合
算
し
た
額
か
ら
同
条
第
三
項
の

　
　
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
を
控
除
し
た
額
（
次
号
に
お
い
て
「
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合

　
　
算
額
」
と
い
う
。
）
を
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
で
除
し
て
得
た
率
を
い
う
．
）
を
乗
じ
て
得
た
額

　
二
　
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額

3
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
九
条
第
一
項
の
』
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
に
つ
い
て
は
、
第

　
十
条
第
一
項
（
第
三
号
を
除
く
。
）
中
「
前
条
第
一
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
三
条
第
■
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
．

　
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
の
」
と
、
「
次
号
又
は
第
三
号
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
同
条
第
一
項
又
は

　
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て

　
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
三
条
第
二
項
」
と
、
「
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第
一
項
第
一
号
ロ
」
と
あ

　
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
被
保
険
者
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
三
条
第
七
項
に
規
定
す
る
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対

　
象
被
保
険
者
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
（
第
三
号
を
除
く
．
）
を
適
用
す
る
。

4
　
第
十
条
第
二
項
（
第
三
号
及
び
第
四
号
を
除
く
．
）
の
規
定
は
、
第
二
項
第
一
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
北

　
つ
い
て
準
用
す
る
．
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
条
第
二
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
三
条
第

　
二
項
第
一
号
の
」
と
、
「
次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
」

　
と
あ
る
の
は
「
当
該
療
養
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
費
（
前
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二

　
項
又
は
附
則
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
三
条
第
二
項

　
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）
が
支
給
さ
れ
て
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

5
　
第
二
項
第
二
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
第
十
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

6
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
の
被
扶
養
者
に
係
る
第
十
条
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、

　
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。
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7
　
第
一
項
、
第
二
項
及
び
前
項
の
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
被
保
険
者
は
、
被
保
険
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の

　
　
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
．

　
　
一
　
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
五
号
）
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
る

　
　
　
者

　
　
二
　
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者

　
（
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
令
の
一
．
部
改
正
）

第
四
条
　
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
四
百
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

　
す
る
．
、

　
　
第
六
条
の
表
以
外
の
部
分
中
「
第
十
一
条
の
四
」
及
び
「
第
六
項
ま
で
」
の
下
に
「
並
び
に
附
則
第
三
十
四
条
の

　
三
」
を
加
え
、
同
条
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
．

附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
、
第
二
項
、
第
六
項
及
び
第
七
項

市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員

市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
加
入
者

附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
八
項

市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員

市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
加
入
者

組
合
員
の

加
入
者
の

　
（
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

窮
五
条
　
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
三
年
政
令
第
二
百
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
　
第
十
一
条
の
三
の
二
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
、
「
四
百
八
十
四
万
円
」
を
「
三

　
百
八
十
三
万
円
」
に
改
め
る
．

　
・
第
十
一
条
の
三
の
三
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
改
め
る
。

　
．
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
中
「
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
」
を
「
及
び
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
八
項
に

　
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
」
に
、
「
に
お
■
い
て
同
じ
．
）
が
」
を
「
及
び
附
則
第
三
十
四
条
の
三
に
お
い
て
同
じ
．
）
が
」
に
、
「
こ

　
の
条
に
お
い
て
」
を
「
こ
の
条
並
び
に
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
」
に
改
め
、
「
第
三
項

　
ま
で
」
の
下
に
「
並
び
に
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
八
項
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
こ

　
の
項
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
二
項
第
一
号
」
を
加
え
る
。

　
　
附
則
第
三
十
四
条
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．

　
　
（
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
に
対
す
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

　
第
三
十
四
条
の
三
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら

　
　
受
け
た
療
養
に
係
る
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
は
、
第
十
一
条
の
三
の
四
第
｝
項
中
「
次
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る

　
　
の
は
、
「
第
三
項
又
は
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

　
2
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
一
の
病
院
等
か
ら
療
養
（
七
十
歳
に
達
す
る

　
　
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
療
養
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
“
て
、
当
該

　
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
は
、
第
十
一
条
の
三
の
四
第
二
項

　
　
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
向
項
⑳
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
高
額
療
養
費
の
額
に
、
当
該
被
扶
養
者
ご
と
に
、

　
　
算
定
し
た
第
二
号
に
掲
げ
る
金
額
か
ら
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
（
当
該
金
額
が
零
を
下
回
る
場

　
　
合
に
は
、
零
と
す
る
．
）
を
合
算
し
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
と
す
る
．

　
　
一
　
七
十
歳
以
上
｝
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
金
額
（
当
該
金
額
が

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
あ
ん

　
　
　
零
を
下
回
る
場
合
に
は
、
．
零
と
す
る
。
）
に
、
被
扶
養
者
按
分
率
（
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
・

　
　
　
養
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら
受
け
た
療
養
に
係
る
第
十
一
条
の
三
の
四
第
二
項
各
号
に
掲

　
　
　
げ
る
金
額
を
合
算
し
た
金
額
か
ら
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
を
控
除
し
た
金
・

　
　
　
額
（
次
号
に
お
い
て
「
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
」
と
い
う
．
）
を
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
噛

　
　
　
算
額
で
除
し
て
得
た
率
を
い
う
。
）
を
乗
じ
て
得
た
金
額

　
　
二
　
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
金
額

　
3
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
に
つ

　
　
い
て
は
、
第
十
一
条
の
三
の
五
第
一
項
第
一
号
中
「
同
条
第
一
項
ヌ
は
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
、
「
同
条
第
一
項
若

　
　
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く

　
　
は
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

　
4
　
第
十
一
条
の
三
の
五
第
二
項
（
第
三
号
及
び
第
四
号
を
除
ぐ
．
）
の
規
定
は
、
第
二
項
第
一
号
の
高
額
療
養
費
算

　
　
定
基
準
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
．
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
条
第
二
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附

　
　
則
第
三
十
四
条
の
三
第
二
項
第
一
号
の
」
と
、
同
項
第
一
号
中
「
次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」

　
　
と
、
同
項
第
二
号
中
「
高
額
療
養
費
多
数
徊
該
当
の
場
合
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
療
養
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二

　
　
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
費
（
前
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ

　
　
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
三
十
四
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）

　
　
が
支
給
さ
れ
て
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
．

　
5
　
第
二
項
第
二
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
第
十
一
条
の
三
の
五
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

　
6
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
養
者
に
係
る
第
十
一
条
の
三
の
五
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基

　
　
準
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

　
7
．
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
総
合
員
の
被
扶
養
者
に
係
る
第
十
一
条
の
三
の
六
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の

　
　
適
用
に
つ
い
て
は
、
．
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
当
該
各
号
ハ
」
辱
と
す
る
。

　
8
　
第
一
項
、
第
二
項
、
第
六
項
及
び
前
項
の
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
ば
、
組
合
員
の
う
ち
、
次
の
各

　
　
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
と
す
る
。

　
　
一
　
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
五
号
）
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
る

　
　
　
者

　
　
二
　
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者

　
（
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
六
条
　
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
三
年
政
令
第
三
百
六
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
第
二
十
七
条
の
二
第
四
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
、
「
四
百
八
十
四
万
円
」
を
「
三
百

　
八
十
三
万
円
」
に
改
め
る
．

　
　
第
二
十
九
条
の
二
第
｝
項
第
一
号
中
「
第
二
十
九
条
の
四
ま
で
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
二
条
」
を
加
え
、
「
第
三

　
項
ま
で
」
を
「
以
下
こ
の
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
附
則
第
二
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
こ
の
項
」
の
下
に

　
「
及
び
附
則
第
二
条
第
二
項
第
一
号
」
を
加
え
る
。

　
　
第
二
十
九
条
の
三
第
一
項
第
三
号
中
「
こ
の
号
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
二
条
第
七
項
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項

　
第
四
号
た
だ
し
書
中
「
六
十
五
万
円
」
を
「
八
十
万
円
」
に
改
め
る
。

　
　
第
二
十
九
条
の
四
第
「
項
中
「
（
以
下
こ
の
項
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
二
条
第
七
項
」
を
加
え
る
。

　
　
附
則
第
一
項
を
附
則
第
一
条
と
す
る
．

　
　
附
則
第
二
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
を
削
る
．

　
　
附
則
第
十
二
項
を
附
則
第
三
条
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
市
町
村
の
保
険
料
の
基
礎
賦
課
額
に
関
す
る
基

　
準
の
特
例
ご
を
付
し
、
同
条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．

　
　
（
特
定
非
課
税
被
保
険
者
に
係
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

第
二
条
　
特
定
非
課
税
被
保
険
者
が
同
一
あ
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら
受
け
た
療
養
に
係
る
高
額
療
養
費
に

　
　
つ
い
て
は
、
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
中
「
次
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
項
又
は
附
則
第
二
条
第
二

　
　
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
十
九
条
の
四
第
五
項
及
び
第
六

　
　
項
中
「
第
二
十
九
条
の
二
」
■
と
あ
る
の
は
「
第
二
十
九
条
の
二
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
、
附
則
第
二
条
・
第
一
項

　
　
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
及
び
附
則
第
二
条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、

　
　
こ
れ
ら
の
規
定
を
適
用
す
る
．
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2
　
特
定
非
課
税
被
保
険
者
が
同
一
の
月
に
一
の
病
院
等
か
ら
療
養
（
七
十
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以

　
後
の
療
養
に
限
る
．
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
非
課
税
被
保
険
者
の

　
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
又
は
組
合
員
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
は
、
第
二
十
九
条
の
二
第
二
項
の

、
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
高
額
療
養
費
の
額
に
、
当
該
特
定
非
課
税
被
保
険

　
者
ご
と
に
算
定
し
た
第
二
号
に
掲
げ
る
額
か
ら
第
一
号
に
掲
げ
る
額
を
控
除
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を
下
回
る
場

　
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）
を
合
算
し
た
額
を
加
算
し
た
額
と
す
る
．

　
一
　
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
あ
ん

　
　
下
回
る
場
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）
に
、
特
定
非
課
税
被
保
険
者
按
分
率
（
特
定
非
課
税
被
保
険
者
が
同
一
の
月

　
　
に
受
け
た
療
養
に
係
る
第
二
十
九
条
の
二
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
額
を
合
算
じ
た
額
か
ら
同
条
第
三
項
の
規
定

　
　
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
を
控
除
し
た
額
（
次
号
に
お
い
て
「
特
定
非
課
税
被
保
険
者
一
部
負
担

　
　
金
等
合
算
額
」
と
い
う
．
）
を
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
で
除
し
て
得
た
率
を
い
う
．
）
を
乗
じ
て

　
　
得
た
額

　
二
　
特
定
非
課
税
被
保
険
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
七
た
額

3
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
に
つ
い

　
て
は
、
第
二
十
九
条
の
三
第
一
項
（
第
三
号
を
除
く
．
）
中
「
前
条
第
一
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
二
条
第
一

　
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
の
」
と
、
「
次
号
又
は
第
三
号
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、

　
「
同
条
第
一
項
又
は
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定

　
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
二
条
第
二
項
」
と
、
「
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第
一

　
項
第
一
号
ロ
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
（
第
三
号
を
除
く
．
）
を
適
用
す
る
．

4
　
第
二
十
九
条
の
三
第
三
項
．
（
第
三
号
及
び
第
四
号
を
除
く
．
）
の
規
定
は
、
第
二
項
第
一
号
の
高
額
療
養
費
算
定

　
基
準
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
．
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
三
項
中
「
前
条
第
二
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附
則

　
第
二
条
第
二
項
第
一
号
の
」
と
、
「
次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」
と
、
「
高
額
療
養
費
多
数
回
該

　
当
の
場
合
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
療
養
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
費
（
前
条
第
｝
項
若

　
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第

　
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）
が
支
給
さ
れ
て
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
」
と
読
み
替
え
る

　
も
の
と
す
る
。

5
　
第
二
項
第
二
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
頬
は
、
第
二
十
九
条
の
三
第
三
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

6
　
特
定
非
課
税
被
保
険
者
に
係
る
第
二
十
九
条
の
三
第
四
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か

　
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

7
　
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
非
課
税
被
保
険
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
又
は
組
合
員
に
対

　
し
支
給
す
べ
き
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
保
険
者
が
保
険
医
療
機
関
等
に
支
払
う
額
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該

　
特
定
非
課
税
被
保
険
者
を
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
者
と
み
な
し
て
、

　
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
．
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
二
十
九
条
の

　
二
第
二
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
二
十
九
条
の
二
第
三
項
又
は
附
則
第
二
条
第
二
項
」
と
す
る
．

　
一
　
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
ハ
に
掲
げ
る
者

　
二
　
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
ハ
に
掲
げ
る
者

8
第
一
項
、
第
二
項
及
び
前
二
項
の
特
定
非
課
税
被
保
険
者
は
、
被
保
険
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に

　
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

　
一
　
被
保
険
者
が
市
町
村
の
行
う
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
で
あ
る
場
合
　
イ
又
は
ロ
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

　
　
る
者

　
　
イ
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
八
年

　
　
　
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
（
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

　
　
　
り
当
該
市
町
村
民
税
を
免
除
さ
れ
た
者
を
含
む
も
の
と
し
、
当
該
市
町
村
民
税
の
賦
課
期
日
に
お
い
て
同
法

　
　
　
の
施
行
地
に
住
所
を
有
し
な
い
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
で
あ
っ
て
、
地
方
税
法
等
の
一

　
　
　
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
五
号
．
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
平
成
十
七
年
地
方
税
法
改
正

　
　
　
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
る
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世

　
　
帯
の
世
帯
主
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
す
べ
て
の
当
該
市
町
村
の
行
う
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
平
成

　
　
十
八
年
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限

　
　
る
．
）

　
ロ
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
九
年

　
　
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
宣
れ
な
い
者
で
あ
っ
て
、
平
成
十
七
年
地
方
税
法
改
正

　
　
法
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主

　
　
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
す
べ
て
の
当
該
市
町
村
の
行
う
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
平
成
十
九
年
度
分

　
　
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限
る
．
）
　
一

二
　
被
保
険
者
が
組
合
の
行
う
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
で
あ
る
場
合
　
イ
又
は
ロ
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

　
者

　
イ
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
八
年

　
　
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
意
れ
な
い
者
で
あ
っ
て
、
平
成
十
七
年
地
方
税
法
改
正

　
　
法
附
則
第
六
条
第
二
項
忙
該
当
す
る
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
組
合
員

　
　
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
す
べ
て
の
当
該
組
合
の
行
う
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
平
成
十
八
年
度
分
の

　
　
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
又
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限
る
．
）

　
ロ
　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
一
．
一
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
平
成
十
九
年

　
　
度
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者
で
あ
っ
て
、
平
成
十
七
年
地
方
税
法
改
正

　
　
法
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
の
組
合
員

　
　
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
す
べ
て
の
当
該
組
合
の
行
う
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
平
成
十
九
年
度
分
の

附
跳
蕗
翻
雛
護
盤
鋼
璽
税
が
課
さ
れ
な
雀
は
同
項
に
該
当
す
る
者
に
限
至
）

附
則
第
十
四
項
中
「
前
項
」
を
「
前
条
」
に
、
「
同
条
第
五
項
第
一
号
」
を
「
同
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
項
を
附

　
改
め
　
同
項
を
附
則
第
六
条
と
す
る

　
　
附
則
第
十
六
項
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
項
を
附
則
第
七
条
第
一
項
と
し
、
附
則
第
十
七
項
中
「
附
則
第
十
九

　
項
」
を
「
次
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
平
成
十
八
年
度
に
お
け

　
る
保
険
料
に
係
る
所
得
割
額
の
算
定
の
特
例
ご
を
付
す
る
，

　
　
附
則
第
十
八
項
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
項
を
附
則
第
八
条
第
一
項
と
し
、
附
則
第
十
九
項
を
同
条
第
二
項
と

　
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
平
成
十
九
年
度
に
お
け
る
保
険
料
に
係
る
所
得
割
額
の
算
定
の
特
例
）
」
を
付
す
る
。

　
　
附
則
第
二
十
項
を
附
則
第
九
条
と
す
る
．

　
　
附
則
第
二
十
一
項
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
項
を
附
則
第
十
条
第
一
項
と
し
、
附
則
第
二
十
二
項
を
同
条
第
二

　
項
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
長
期
譲
渡
所
得
等
に
係
る
保
険
料
の
賦
課
の
特
例
）
」
を
付
す
る
。

　
　
附
則
第
二
十
三
項
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
項
を
附
則
第
十
一
条
第
一
項
と
し
、
附
則
第
二
十
四
項
を
同
条
第

　
二
項
と
し
、
附
則
第
二
十
五
項
中
「
附
則
第
二
十
三
項
」
を
「
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同

　
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
に
係
る
保
険
料
の
賦
課
の
特
例
ご
を
付
す
る
。

　
　
附
則
第
二
十
六
項
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
項
を
附
則
第
十
二
条
第
一
項
と
し
、
附
則
第
二
十
七
項
を
同
条
第

　
二
項
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
先
物
取
引
に
係
る
雑
所
得
等
に
係
る
保
険
料
の
賦
課
の
特
例
）
」
を
付
す
る
．

　
　
附
則
第
二
十
八
項
を
附
則
第
十
三
条
と
す
る
。

　
　
附
則
第
二
十
九
項
を
附
則
第
十
四
条
と
す
る
。

　
（
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
七
条
　
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
三
百
五
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

　
正
す
呑
．

　
　
第
二
十
三
条
の
三
第
二
項
中
「
六
百
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
、
「
四
百
八
十
四
万
円
」
を
「
三
百

　
八
十
三
万
円
」
に
改
め
る
。

　
　
第
二
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
中
「
六
巨
二
十
一
万
円
」
を
「
五
百
二
十
万
円
」
に
改
め
る
．

則
灘
観
劇
則
第
＋
三
碧
・
附
則
第
四
条
・
旨
条
第
五
項
第
一
号
・
を
・
同
項
第
一
昔
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分
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
・
一
の
病
院
等
か
ら
療
養
（
七
十
歳
に
達
す
る

　
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
の
療
養
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該

　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
は
、
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
二

　
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
∵
同
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
高
額
療
養
費
の
額
に
、
当
該
被
扶
養
者
ご
と

　
に
算
定
し
た
第
二
号
に
掲
げ
る
金
額
か
ら
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
（
当
該
金
額
が
零
を
下
回
る

　
場
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）
を
合
算
し
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
と
す
る
．

　
一
．
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
金
額
（
当
該
金
額
が

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
あ
ん

　
　
零
を
下
回
る
場
合
に
は
、
零
と
す
る
．
）
に
、
被
扶
養
者
按
分
率
（
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶

　
　
養
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら
受
け
た
療
養
に
係
る
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
二
項
各
号
に

　
　
掲
げ
る
金
額
を
合
算
し
た
金
額
か
ら
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
高
額
療
養
費
の
額
を
控
除
し
た

　
　
金
額
（
次
号
に
お
い
て
「
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
」
と
い
う
．
）
を
七
十
歳
以
上
一
部
負
担
金
等
世
帯

　
　
合
算
額
で
除
し
て
得
た
率
を
い
う
．
）
を
乗
じ
て
得
た
金
額

　
二
　
被
扶
養
者
一
部
負
担
金
等
合
算
額
か
ら
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
を
控
除
し
た
金
額

　
つ
い
て
は
、
第
二
十
三
条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
中
「
同
条
第
一
項
又
は
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
、
「
同
条
第
一

　
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若

　
し
く
は
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
．

　
算
定
基
準
額
に
つ
い
て
準
吊
す
る
．
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
条
第
二
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
附

　
則
第
五
十
二
条
の
五
第
二
項
第
一
号
の
」
と
、
同
項
第
一
号
中
「
次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
次
号
」

　
と
、
同
項
第
二
号
中
「
高
額
療
養
費
多
数
回
該
当
の
場
合
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
療
養
の
あ
っ
た
月
以
前
の
十
二

　
月
以
内
に
既
に
高
額
療
養
費
（
前
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ

　
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
前
条
第
一
項
若
し
く
は
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
も
の
に
限
る
．
）

　
が
支
給
さ
れ
て
い
る
月
数
が
三
月
以
上
あ
る
場
合
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
．

　
る
．

　
基
準
額
は
、
・
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

　
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
ば
、
「
当
該
各
号
ハ
」
と
す
る
。

　
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
と
す
る
．

　
一
　
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
五
号
）
附
則
第
六
条
第
二
項
に
該
当
す
る

　
　
者

　
二
　
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
は
沸
地
方
税
法
等
の
『
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
六
条
第
四
項
に
該
当
す
る
者

3
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
一
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
に

4
　
第
二
十
三
条
の
三
の
四
第
二
項
（
第
三
号
及
び
第
四
号
を
除
く
．
）
の
規
定
は
、
第
二
項
第
一
号
の
高
額
療
養
費

5
　
第
二
項
第
二
号
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
第
二
十
三
条
の
三
の
四
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
金
額
と
す

6
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
養
者
に
係
る
第
二
十
三
条
の
三
の
四
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定

7
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
の
被
扶
養
者
に
係
る
第
二
十
三
条
の
三
の
五
第
」
項
及
び
第
二
項
の
規
定

8
　
第
一
項
、
第
二
項
、
第
六
項
及
び
前
項
の
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
は
、
組
合
員
の
う
ち
、
次
の
各

　
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
一
項
第
『
号
中
「
に
お
い
て
同
じ
．
）
又
は
」
を
「
及
び
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
八
項

に
お
い
て
同
じ
．
）
文
は
」
に
、
「
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
」
を
「
及
び
附
則
第
五
十
二
条
の
五
に
お
い
て
同
じ
．
）
が
」
に
、

「
こ
の
条
に
お
い
て
」
を
「
こ
の
条
並
び
に
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
」
に
改
め
、
「
第

三
項
ま
で
」
の
下
に
「
並
び
に
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
八
項
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中

「
こ
の
項
」
の
下
に
「
及
び
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
二
項
第
一
号
」
を
加
え
る
．

　
附
則
第
五
十
二
条
の
四
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．
　
・

　
（
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
組
合
員
に
対
す
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に
関
す
る
特
例
）

第
五
十
二
条
の
五
　
市
町
村
民
税
経
過
措
置
対
象
総
合
員
の
被
扶
養
者
が
同
一
の
月
に
そ
れ
ぞ
れ
一
の
病
院
等
か
ら

　
受
け
た
療
養
に
係
る
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
は
、
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
一
項
中
「
次
項
又
は
第
三
項
」
と
あ

　
る
の
は
、
「
第
三
項
又
は
附
則
第
五
十
二
条
の
五
第
二
項
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
．

2

　
　
　
附
　
則

　
　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　
（
老
人
保
健
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条
　
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
老
人
保
健
法
施
行
令
第
四
条
第
三
項
及
び
第
十
五
条
第
｝
項
第
四
号
の
規

　
定
は
、
医
療
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
以
後
の
場
合
及
び
療
養
の
あ
っ
た
日
が
同
月
以
後
の
場

　
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
医
療
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
同
年
七
月
ま
で
の
場
合
及
び
療
養
の
あ
っ
た
月
が
同
月
ま

　
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
三
条
　
老
人
保
健
法
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
八
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
が
適
用
さ
れ

　
る
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
所
得
老
人
医
療
対
象
者
」

　
と
い
う
．
）
に
係
る
老
人
保
健
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
．
）
第
十
四
条
第
一
項
の
高
額
医
療

　
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

　
一
　
医
療
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
法
第
二
十

　
　
八
条
第
一
項
第
二
号
の
所
得
の
額
が
二
百
十
三
万
円
未
満
で
あ
る
者

　
；
医
療
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令
第
四
条

　
　
第
三
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
に
他
の
法
第
十
七
条
第
二
項

　
　
に
規
定
す
る
老
人
医
療
受
給
対
象
者
（
第
四
号
に
お
い
て
単
に
「
老
人
医
療
受
給
対
象
者
」
と
い
う
．
）
又
は
令
第

　
　
三
条
に
規
定
す
る
者
が
い
な
回
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

　
三
　
医
療
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
法
第
二
十

　
　
八
条
第
一
項
第
二
号
の
所
得
の
額
が
二
百
十
三
万
円
未
満
で
あ
る
者

　
四
　
医
療
を
受
け
る
日
の
属
す
る
帽
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令
第
四
条

　
　
第
三
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
に
他
の
老
人
医
療
受
給
対
象

醸
羅
灘
羅
繋
猟
叢
撫
嚢
鞭
韓
五
条
昔

3
　
令
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
所
得
老
人
医
療
対
象
者
に
対
し
支
給
す
べ
き
高
額
医
療
費
に
つ
い
て
市

　
町
村
長
が
同
項
に
規
定
す
る
医
療
機
関
に
支
払
う
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
に
規
定
す
る
当
該
一

　
部
負
担
金
の
額
又
は
特
定
療
養
費
負
担
額
か
ら
次
の
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額

　
を
控
除
し
た
額
を
限
度
と
す
る
．

　
一
　
令
第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
忙
掲
げ
る
療
養
　
同
号
イ
に
定
め
る
額

　
二
　
令
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
イ
に
定
め
る
額

　
（
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
条
　
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
健
康
保
険
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
三

、
十
四
条
第
二
項
の
規
定
は
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
療
養

　
の
給
付
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
．

2
　
新
令
第
三
十
九
条
第
二
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
被
扶
養
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
単
に
「
被

　
扶
養
者
」
と
い
う
。
）
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
被
扶
養
者
が
療
養

　
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

3
　
新
令
第
四
十
二
条
第
二
項
第
四
号
の
規
定
は
い
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適

　
用
し
、
療
養
の
あ
っ
た
月
が
同
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
五
条
　
健
康
保
険
法
第
七
十
四
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
百
十
条
第
二
項
第
一
号
二
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
被
保
険

　
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
収
入
被
保
険
者
」
と
い
う
．
）

　
に
係
る
健
康
保
険
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
第
四
十
一
条
第
二
項
の
高
額
療
養
費
算
定

　
基
準
額
は
、
令
第
四
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。



第4384号
幸
長官金曜日平成18年7月21日9

　
一
　
療
養
の
給
付
又
は
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
か
ら
平
成
十
九
年
八
月
ま
で
の
場

　
　
合
に
お
け
る
令
第
三
十
四
条
第
二
項
又
は
第
三
十
九
条
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者

　
　
（
被
扶
養
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

　
二
　
療
養
の
給
付
又
は
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
九
年
九
月
か
ら
平
成
二
十
年
八
月
ま
で
の
場

　
　
合
に
お
け
る
令
第
三
十
四
条
第
二
項
又
は
第
三
十
九
条
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
溝
で
あ
る
者

　
　
（
被
扶
養
者
が
“
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

2
　
特
定
収
入
被
保
険
者
に
係
る
令
第
四
十
一
条
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
四
十
二
条
第
三
項
の

　
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

3
　
令
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
収
入
被
保
険
者
に
対
し
支
給
す
べ
き
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
保
険
者

　
が
同
項
に
規
定
す
る
保
険
医
療
機
関
等
に
支
払
う
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
に
規
定
す
る
当
該
一

　
部
負
担
金
の
額
か
ら
次
の
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
控
除
し
た
額
を
限
度
と

　
す
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、

　
一
　
令
第
四
十
三
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
療
養
　
祠
号
イ
に
定
め
る
額

　
二
　
令
第
四
十
三
条
第
［
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
，
同
号
イ
に
定
め
る
額

4
　
特
定
収
入
被
保
険
者
に
対
す
る
特
定
療
養
費
又
は
家
族
療
養
費
に
係
る
高
額
療
養
費
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
令
第
．

　
四
十
三
条
第
三
項
中
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
各
号
イ
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

　
（
船
員
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
六
条
　
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
船
員
保
険
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
令
」
と
い
う
．
）
第
四

　
条
第
二
項
の
規
定
は
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
，
療
養
の
給

　
付
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2
　
新
令
第
八
条
第
二
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
被
扶
養
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
単
に
「
被
扶

　
養
者
」
と
い
う
．
）
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
被
扶
養
者
が
療
養
を

、
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

3
　
新
令
第
十
条
第
二
項
第
四
号
の
規
定
は
、
療
養
の
あ
っ
た
月
が
平
成
十
八
年
八
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、

　
療
養
の
あ
っ
た
月
が
同
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

第
七
条
　
船
員
保
険
法
第
二
十
八
条
ノ
三
箪
一
項
第
三
号
又
は
第
三
十
一
，
条
ノ
ニ
第
二
項
第
一
号
二
の
規
定
が
適
用
さ

　
れ
る
被
保
険
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
収
入
被
保
険

　
者
」
と
い
う
．
）
に
係
る
船
員
保
険
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
．
）
第
九
条
第
二
項
の
高
額
療

　
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

　
一
　
療
養
の
給
付
又
は
ぞ
の
被
扶
養
者
の
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
か
ら
平
成
十
九
年
八
月
ま
で
の
場

　
　
合
に
お
け
る
令
第
四
条
第
二
項
又
は
第
八
条
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
被
扶
養

　
　
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

　
二
　
療
養
の
給
付
又
は
そ
の
被
扶
養
者
の
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
九
年
九
月
か
ら
平
成
二
十
年
八
月
ま
で
の
場

　
　
合
に
お
け
る
令
第
四
条
第
二
項
又
は
第
八
条
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
被
扶
養

　
　
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

2
　
特
定
収
入
被
保
険
者
に
係
る
令
第
九
条
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
十
条
第
三
項
の
規
定
に
か

　
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額
と
す
る
．

3
　
令
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
収
入
被
保
険
者
に
対
し
支
給
す
べ
き
高
額
療
．
養
費
に
つ
い
て
社
会
保
険

　
庁
長
官
が
同
項
に
規
定
す
る
保
険
医
療
機
関
等
に
支
払
う
額
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
に
規
．
定
す
る

　
当
該
一
部
負
担
金
の
額
か
ら
次
の
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
控
除
し
た
額
を

　
限
度
と
す
る
，

　
一
　
令
第
十
一
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
イ
に
定
め
る
額

　
二
　
令
第
十
一
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
イ
に
定
め
る
額

4
　
特
定
収
入
被
保
険
者
に
対
す
る
特
定
療
養
費
又
は
家
族
療
養
費
に
係
る
高
額
療
養
費
の
．
支
給
に
つ
い
て
は
、
令
第

　
十
一
条
第
三
項
中
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
各
号
イ
」
と
読
み
替
え
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

　
（
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
八
条
　
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
令
」
と

　
い
う
．
）
第
十
一
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ

　
い
て
適
用
し
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

2
　
新
令
第
十
一
条
の
三
の
三
第
二
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
被
扶
養
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て

　
「
被
扶
養
者
」
と
い
う
．
）
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
被
扶
養
者
が

　
療
養
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

第
九
条
　
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
第
五
十
五
条
第
二
項
第
三
号
又
は
第
五
十
七
条
第
二
項
第
一
号
二
の
規
定
が
適
用

　
さ
れ
惹
組
合
員
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
収
入
組
合
員
」

　
と
い
う
．
）
に
係
る
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
第
十
〒
条
の
三
の

　
四
第
二
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
十
一
条
の
三
の
五
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
■

　
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

　
一
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
か
ら
平
成
十
九
年
八

　
　
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令
第
十
一
条
の
三
の
二
第
二
項
又
は
第
十
一
条
の
三
の
三
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百

　
　
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
被
扶
養
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

　
二
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
九
年
九
月
か
ら
平
成
二
十
年
八

　
　
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令
第
十
一
条
の
三
の
二
第
二
項
又
は
第
十
一
条
の
三
の
三
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百

　
　
二
十
｝
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
被
扶
養
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）

2
　
特
定
収
入
組
合
員
に
係
る
令
第
十
一
条
の
三
の
四
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
十
一
条
の
三
の

　
五
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

3
　
特
定
収
入
組
合
員
又
は
そ
の
被
扶
養
者
に
係
る
令
第
十
一
条
の
三
の
六
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

　
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
当
該
各
号
イ
」
と
す
る
．

　
．
（
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
十
条
　
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
第
二
十
七
条
の
二
第
四
項
及
び
第
二
十
九
条
の

　
三
第
三
項
第
四
号
の
規
定
は
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
以
後
の
場
合
及
び
療
養

　
の
あ
っ
た
日
が
同
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
同
年
七
月
ま
で
の

　
場
合
及
び
療
養
の
あ
っ
た
月
が
同
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

第
十
一
．
条
　
国
民
健
康
保
険
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
．
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
四
号
の
規
定
が
適

　
用
さ
れ
る
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
所
得
被
保
険
者
」

　
と
い
う
．
）
に
係
る
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
．
）
第
二
十
九
条
の
二
第
二
項

　
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
二
十
九
条
の
三
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額

　
と
す
る
．

　
一
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
法

　
　
第
四
十
二
条
第
一
項
第
四
号
の
所
得
の
額
が
二
百
十
三
万
円
未
満
で
あ
る
者

　
二
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
八
年
八
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令

　
　
第
二
十
七
条
の
二
第
四
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
に
他
の
被

　
　
保
険
者
（
七
十
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以
後
で
あ
る
場
合
に
該
当
す
る
者
又
は
令
第
二
十
七
条
の
二

　
　
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
限
る
。
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満

　
　
で
あ
る
者
）

　
三
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
法

　
　
第
四
十
二
条
第
一
項
第
四
号
の
所
得
の
額
が
二
百
十
三
万
円
未
満
で
あ
る
者

　
四
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
十
九
年
八
月
か
ら
平
成
二
十
年
七
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令

　
　
第
二
十
七
条
の
二
第
四
項
の
収
入
の
額
が
六
百
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
そ
の
者
の
属
す
る
世
帯
に
他
の
被

　
　
保
険
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
る
者
）



10第4384号
幸
長官金曜日平成18年7月21日

2
　
特
定
所
得
被
保
険
者
に
係
る
令
第
二
十
九
条
の
二
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
二
十
九
条
の
三

　
第
四
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

3
　
令
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
所
得
被
保
険
者
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
又
は
組
合
員
に
対
し

　
支
給
す
べ
き
高
額
療
養
費
に
つ
い
て
保
険
者
が
同
項
に
規
定
す
る
保
険
医
療
機
関
等
に
支
払
う
額
は
、
同
項
の
規
定

　
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
に
規
定
す
る
当
該
一
部
負
担
金
の
額
又
は
特
定
療
養
費
負
担
額
か
ら
次
の
各
号
に
掲
げ
る
療

　
養
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
控
除
し
た
額
を
限
度
と
す
る
．

　
一
　
令
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
イ
に
定
め
る
額

　
二
　
令
第
二
十
九
条
の
四
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
療
養
　
同
号
イ
に
定
め
る
額

　
（
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
十
二
条
　
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
『
新
令
」

　
と
い
う
．
）
第
二
十
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
は
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ

　
い
て
適
用
し
、
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

2
　
新
令
第
二
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
被
扶
養
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い

　
て
「
被
扶
養
者
」
と
い
う
，
）
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
以
後
の
場
合
に
つ
い
て
適
用
し
、
被
扶
養
者

　
が
療
養
を
受
け
る
月
が
同
年
八
月
ま
で
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
．

第
十
三
条
　
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
第
五
十
七
条
第
二
項
第
三
号
又
は
第
五
十
九
条
第
二
項
第
一
号
二
の
規
定
が

　
適
用
さ
れ
る
組
合
員
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
｛
特
定
収
入
組
合

　
員
」
と
い
う
．
）
に
係
る
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
．
〉
第
二
十
三

　
条
の
三
の
三
第
二
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
二
十
三
条
の
三
の
四
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

　
同
項
第
一
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

　
一
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
八
年
九
月
か
ら
平
成
十
九
年
八

　
　
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令
第
二
十
三
条
の
三
第
二
項
又
は
第
二
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百

　
　
二
十
一
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
被
扶
養
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
百
八
十
四
万
円
未
満
で
あ
嶽
者
）

　
二
　
療
養
の
給
付
を
受
け
る
月
又
は
そ
の
被
扶
養
者
が
療
養
を
受
け
る
月
が
平
成
十
九
年
九
月
か
ら
平
成
二
十
年
八

　
　
月
ま
で
の
場
合
に
お
け
る
令
第
二
十
三
条
の
三
第
二
項
又
は
第
二
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
収
入
の
額
が
六
百

　
　
・
二
十
｝
万
円
未
満
で
あ
る
者
（
被
扶
養
者
が
い
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
四
五
八
十
四
万
月
未
満
で
あ
み
者
）

2
　
特
定
収
入
組
合
員
に
係
る
令
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
三
項
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
は
、
令
第
二
十
三
条
の

　
三
の
四
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ち
ず
、
同
項
第
一
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
．

3
　
特
定
収
入
組
合
員
又
は
そ
の
被
扶
養
者
に
係
る
令
第
二
十
三
条
の
三
の
五
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に

　
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
当
該
各
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
当
該
各
号
イ
」
と
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
内
閣
総
理
大
臣
　
小
泉
純
一
郎

　
　
総
務
大
臣

　
　
財
務
大
臣

文
部
科
学
大
臣

厚
生
労
働
大
臣

竹
中
　
平
蔵

谷
垣
禎
一

小
坂
　
憲
次

川
崎
　
一
B

㎜
省

令
l
m
l
l
I

○
国
土
交
通
省
令
第
八
十
号

　
旅
行
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三
十
九
号
）

第
十
一
条
の
5
第
三
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

旅
行
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ

．
う
に
定
め
る
。

　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
国
土
交
通
大
臣
　
北
側
　
一
雄

　
　
　
旅
行
業
法
施
行
規
則
の
「
部
を
改
正
す
る
省
令

　
旅
行
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
運
輸
省
令
第
六

十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
し
　
　
1
・
」
を
　
　
准
等
」
に

め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

4
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
試
験
科
目
の
う
ち
の
一
部
の
科

　
目
に
つ
い
て
合
格
点
を
得
た
者
に
対
し
、
当
該
科
目
を

　
文
書
で
通
知
す
る
も
の
と
す
る
．

・
第
二
十
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
．
．

　
（
試
験
の
一
部
免
除
）

第
二
十
条
法
第
十
一
条
の
三
第
三
項
の
国
土
交
通
省
令

　
で
定
め
る
資
格
を
有
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

　
と
お
り
と
し
．
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
試
験
科

　
目
を
免
除
す
る
。

　
一
　
国
内
旅
行
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
に
合
格
し
た
者

　
　
　
総
合
旅
行
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
法
及
び
こ
れ

　
　
に
基
づ
く
命
令
に
つ
い
て
の
知
識
並
び
に
国
内
旅
行

　
　
実
務

　
二
　
総
合
旅
行
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
国
内
旅
行
実

　
　
務
に
つ
い
て
合
格
点
を
得
た
者
　
次
回
の
総
合
旅
行

　
　
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
国
内
旅
行
実
務

　
三
　
総
合
旅
行
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
海
外
旅
爺
実

　
　
務
に
つ
い
て
合
格
点
を
得
た
者
　
次
回
の
総
合
旅
行

　
　
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
海
外
旅
行
実
務

　
四
・
国
内
旅
行
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
国
内
旅
行
実

　
　
務
に
つ
い
て
合
格
点
を
得
た
者
　
次
回
の
国
内
旅
行

　
　
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
国
内
旅
行
実
務

　
第
五
十
三
条
中
「
第
十
三
条
第
｝
項
及
び
第
十
四
条
第

一
項
」
を
「
第
十
三
条
第
一
項
並
び
に
第
十
四
条
第
一
項

及
び
第
四
項
」
に
改
め
る
．

　
　
　
附
　
則

　
　
（
施
行
期
日
）

1
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
．

　
　
（
経
過
措
置
）

2
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
旅
行
業
法
施
行
規
則
第

　
二
十
条
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
の
規
定
は
、
平
成
十

　
八
年
度
以
後
に
総
合
旅
行
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
国

　
内
旅
行
実
務
若
し
く
は
海
外
旅
行
実
務
又
は
国
内
旅
行

　
業
務
取
扱
管
理
者
試
験
の
国
内
旅
行
実
務
に
つ
い
て
合

　
格
点
を
得
た
者
に
つ
い
て
適
用
す
る
．

m
嚇
］

告

示
㎜

O
国
家
公
安
委
員
会
告
示
第
二
十
号

　
道
路
交
通
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
五
号
）
第
百

十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
十
一
年
国
家
公
安

委
員
会
告
示
第
十
六
号
（
道
路
交
通
法
第
百
十
条
第
一
一
項

の
規
定
に
基
づ
き
自
動
車
専
用
道
路
を
指
定
す
る
件
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
自

　
　
　
　
　
国
家
公
安
委
員
会
委
員
長
　
沓
掛
　
哲
男

　
第
一
号
の
表
五
十
六
号
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え

る
．

百
五
号
　
大
仙
市
内
小
友
か
ら
同
市
飯
田
ま
で

　
同
表
四
百
八
十
三
号
の
項
中
『
丹
波
市
氷
上
町
か
ら
同

市
春
日
町
ま
で
」
を
「
丹
波
市
か
ら
朝
来
市
ま
で
」
に
改

め
る
．

　
　
　
附
　
則

　
ご
の
告
示
は
、
平
成
十
八
年
七
月
二
十
二
日
か
ら
施
行

す
る
．
た
だ
し
、
第
一
号
の
表
五
十
六
号
の
項
の
次
に
一

項
を
加
え
る
改
正
規
定
は
、
平
成
十
八
年
七
月
三
十
一
日

か
ら
施
行
す
る
「

O
法
務
省
告
示
第
三
百
六
十
三
号

　
福
島
県
双
葉
郡
広
野
町
役
場
保
存
の
次
の
除
籍
が
滅
失

し
た
．

　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
法
務
大
臣
臨
時
代
理

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
国
務
大
臣
　
沓
掛
　
哲
男

福
島
県
双
葉
郡
広
野
村
大
字
下
浅
見
川
手
櫻
田
三
十
六

番
地
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
高
橋
長
一

〇
外
務
省
告
示
第
四
百
三
十
四
号

　
ト
ル
コ
共
和
国
政
府
は
、
昭
和
五
十
年
一
月
十
四
日
に

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
署
名
の
た
め
に
開
放
さ
れ
た
「
宇
宙
空

間
に
打
ち
上
げ
ら
れ
た
物
体
の
登
録
に
関
す
る
条
約
」
の

加
入
書
を
平
成
十
八
年
六
月
二
十
一
日
に
国
際
連
合
事
務

総
長
に
寄
託
し
た
．
よ
っ
て
，
同
条
約
は
、
同
日
に
ト
ル

コ
共
和
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
じ
た
．

　
（
平
成
十
八
年
六
月
二
十
一
日
付
け
国
際
連
合
事
務
総

長
書
簡
）

　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
務
大
臣
　
麻
生
　
太
郎

O
外
務
省
告
示
第
四
百
三
十
五
号

　
ベ
ル
ギ
ー
王
国
政
府
は
、
平
成
八
年
十
二
月
二
十
日
に

ジ
ュ
ネ
ー
ブ
で
作
成
さ
れ
た
「
著
作
権
に
関
す
る
世
界
知

的
所
有
権
機
関
条
約
」
の
批
准
書
を
平
成
十
八
年
五
月
三

十
日
に
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
事
務
局
長
に
寄
託
し

た
．
よ
っ
て
、
同
条
約
は
、
平
成
十
八
年
八
月
三
十
日
に

ベ
パ
ギ
ー
王
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
。

　
（
平
成
十
八
年
五
月
三
十
日
付
け
世
界
知
的
所
有
権
機

関
事
務
局
長
回
章
）

　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
務
大
臣
　
麻
生
　
太
郎

O
外
務
省
告
示
第
四
百
三
十
六
号

　
ベ
ル
ギ
ー
王
国
政
府
は
、
平
成
八
年
十
二
月
二
十
日
に

ジ
ュ
ネ
ー
ブ
で
作
成
さ
れ
た
「
実
演
及
び
レ
コ
ー
ド
に
関

す
る
世
界
知
的
所
有
権
機
関
条
約
」
の
批
准
書
を
平
成
十

八
年
五
月
三
十
日
に
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
事
務
局
長

に
寄
託
し
た
．
よ
っ
て
、
同
条
約
は
、
平
成
十
八
年
八
月

三
十
日
に
ベ
ル
ギ
ー
王
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
．

　
　
（
平
成
十
八
年
五
月
三
十
日
付
け
世
界
知
的
所
有
権
機

関
事
務
局
長
回
章
）

　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
務
大
臣
　
麻
生
　
太
郎


